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概   要 
地盤の液状化挙動を適切に評価するために，要素試験によってあらゆる拘束圧における土の力学挙動を把

握し，数値解析を行う必要がある．現在，通常拘束圧（49kPa 以上）での要素試験が数多く実施されてき

たが，低拘束圧条件下での試験はまだ十分とは言えない．本稿では，静的・動的三軸試験機を用いて初期

拘束圧 5kPa から 20kPa という低拘束圧条件下における密度の異なる排水・非排水変位制御単調圧縮試験，

及び非排水繰返し載荷試験を行い，砂の力学挙動を検証した．排水・非排水条件下で単調圧縮試験を行っ

た結果，緩い状態においても通常拘束圧下での中密砂と類似する挙動が確認された．また，砂の粗密状態

を判断する要因として，間隙比だけでなく，拘束圧にも依存することがわかった．さらに，これらの実験

結果に基づき，過圧密・構造・異方性を統一的に考慮する弾塑性構成式 Cyclic Mobility（CM）モデルの改

良を試みる 

 

キーワード：繰返し三軸試験，砂質土，液状化 

 

 

1. はじめに 

 

地震時における地盤の挙動や液状化を評価するために，

要素試験だけでなく，精巧な構成式に基づいた数値解析を

用いることも重要と考えられる．しかしながら，液状化被

害は表層地盤で発生したものが多く，現状では低拘束圧環

境下における土の室内要素試験のデータがあるものの十

分とはいえないため，従来の構成式では表層地盤の力学挙

動を正確に評価できない可能性がある．そのため，地盤材

料の変形特性を精度よく表現するためには，要素試験によ

って低拘束圧環境下（初期拘束圧 49kPa 以下）を含めた

種々の拘束圧における土の力学挙動を正確に把握しなけ

ればならない．本研究では，要素試験，及び構成式の研究

で未だ十分に議論されてない低拘束圧状態における砂地

盤の力学特性に着目し，非排水繰返し三軸試験および排

水・非排水変位制御三軸圧縮試験を実施した．また，この

試験結果を受け，構成式の改良による低拘束圧環境下の砂

の力学挙動の解釈を試みる． 

 

2. 試験概要 

 

本研究では，静的・動的三軸試験機を用いて非排水繰返

し載荷試験，及び排水・非排水変位制御三軸圧縮試験を行

った．試験機の概要を Figure.1 に示す．低拘束圧条件下で

の試験を行うにあたり，本試験機では側圧・背圧の制御に

電気制御レギュレータを用いることで，圧力が 0.5kPa の

単位で制御可能である．また，ロードセルも初期拘束圧の

大きさに合わせて変更することで，低拘束圧条件下でも精

度の良い計測（1/1000）が可能になっている．試験には

Table.1 に示す物理特性を持つ豊浦砂を用いた直径 5cm，高

さ 10cm の円柱供試体を使用している．供試体は水中落下

法によって作製し，緩詰めの状態（Dr=20~40%程度）と，

3 層に分けて 15 回突き固めた中密な状態（Dr=50~70%程

度）とした．また，本試験は低拘束圧で行うため，ラテッ

クス製のメンブレン（厚さ 0.20mm）を使用している． 

 

 
Figure 1 周辺機器及び三軸室の概要 
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Table 1 豊浦砂の物理特性 

土粒子の比重 Gs（g/cm3） 2.65 均等係数 1.37 

最大粒径（mm） 0.425 最大密度 ρmax（g/cm3） 1.647 

最小粒径（mm） 0.102 最小密度 ρmin（g/cm3） 1.347 

60%粒径（mm） 0.281 最大間隙比 emax 0.975 

30%粒径（mm） 0.241 最小間隙比 emin 0.613 

10%粒径（mm） 0.206   

 

3. 試験結果 

 

本稿では，非排水繰返し三軸試験，及び排水・非排水条

件下における変位制御単調載荷三軸圧縮試験を行い，低拘

束圧条件下における豊浦砂の液状化特性を含めた力学挙

動を検証した． 

 

3.1 非排水繰返し三軸試験 

緩い砂（e=0.77~0.93 程度），及び中密な砂（e=0.67~0.76

程度）を対象に，種々の初期拘束圧（σm0=5kPa，10kPa，

20kPa），異なる応力比（q/2σm0 = 0.15，0.20，0.25）におい

て非排水繰返し三軸試験を行った．ここでの応力比は，偏

差応力 qを初期拘束圧 σm0の 2倍で除した値である．なお，

載荷周波数は全試験で 0.01Hz としている． 

 

3.1.1 緩い砂における試験結果 

緩い砂における試験条件等を Table.2~Table.4，試験結果

を Figure.2~Figure.4 に示す．ここで，試験条件にある

DA=5%，DA=10%は，それぞれ両振幅ひずみ幅が 5%，10%

に至るまでの繰返し載荷回数を示す．また，試験結果のう

ち，[a]を有効応力経路，[b]を偏差応力～軸ひずみ関係と

している．これらの図は見やすくするために，偏差応力 q

及び有効応力 p’を初期拘束圧 σm0 で除し，同一グラフにプ

ロットしたものである． 

まず，各初期拘束での[a]の図より，低拘束圧であっても

通常拘束圧と同様に，載荷するたび有効応力が減少し，サ

イクリックモビリティ挙動を伴った液状化が確認できた． 

次に，応力比の違いによる影響に着目すると，どの初期

拘束圧においても応力比が小さくなるほど DA=5%，10%

の値が増えていることがわかる．これは，応力比が小さく

なるほど供試体に対して働く応力が小さくなり，軸ひずみ

が発生しづらくなるためだと考えられる．初期拘束圧 5kPa

では，DA=5%，10%まで至らない場合があり，()，()に

おける[a]の図を見てみると，有効応力が原点を通らず液状

化し，()における[b]の図を見てみると，軸ひずみが圧縮

側に偏る結果となった．本来ならば，有効応力が原点を通

り液状化するのだが，応力が非常に小さいため，メンブレ

ンの引張に対する抵抗力が無視できなくなり，原点を通ら

ない結果となった． 

続いて，初期拘束圧の違いによる影響に着目すると，初

期拘束圧 5kPa では，DA=5%，10%の値が他の低拘束圧よ

り少し大きくなっている．これは，同じ間隙比において，

初期拘束圧が小さくなるほど砂が密な状態となるためだ

と考えられる．この現象は後ほどの静的載荷でも見られる．

また，同じ応力比における各初期拘束圧の[a]の図を見てみ

ると，同じ応力比では，初期拘束圧が小さくなるほど，載

荷初期における有効応力減少幅が大きくなることが確認

できた． 

 

Table 2 緩い砂，σm0=5kPa における試験条件 

 （） （） （） 

Stress ratio q/2σm0 0.15 0.20 0.25 

Initial void ratio e 0.77 0.79 0.85 

DA=5% － 2.18 1.64 

DA=10% － － 2.24 

 

Table 3 緩い砂，σm0=10kPa における試験条件 

 （） （） （） 

Stress ratio q/2σm0 0.15 0.20 0.25 

Initial void ratio e 0.88 0.91 0.91 

DA=5% 2.64 2.07 1.07 

DA=10% 4.12 4.12 2.69 

 

Table 4 緩い砂，σm0=20kPa における試験条件 

 （） （） （） 

Stress ratio q/2σm0 0.15 0.20 0.25 

Initial void ratio e 0.85 0.84 0.92 

DA=5% 5.09 2.66 1.06 

DA=10% 7.11 4.71 2.15 

 

3.1.2 中密な砂における試験結果 

中密な砂における試験条件等を Table.5~Table.7 に示す．

試験結果を同じく Figure.2~Figure.4 に示す． 

まず，各初期拘束圧における[a]の図より，中密な砂にお

いても緩い砂と同様に，繰返し載荷とともに有効応力が減

少し，サイクリックモビリティ挙動を伴った液状化が確認

できた．しかし，初期拘束圧 20kPa，応力比 0.15 では液状

化が発生しなかった．Table.6 を見てみると，初期拘束圧

5kPa では，どの応力比においても DA=10%は得られなか

った．また，中密な砂においては，有効応力が原点を越え

て液状化していることがわかる．これはメンブレンの引っ

張り拘束力がもたらした結果と考えられる． 

次に，応力比の違いによる影響に着目してみると，初期

拘束圧 5kPa 以外では，応力比が小さくなるほど DA=5%，

10%の値が大きくなることがわかる（Table.7，Table.8）．

これは先ほど述べたように，応力比が小さいほど，供試体

に働く応力が小さくなるためだと考えられる． 

続いて，初期拘束圧の違いによる影響に着目してみると，

初期拘束圧が大きくなるほど，DA=5%，10%の値が大きく

なっていることがわかる．また，初期拘束圧が小さくなる

ほど，載荷初期における有効応力減少幅が大きいことがわ

かる． 
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Table 5 中密な砂，σm0=5kPa における試験条件 

 （） （） （） 

Stress ratio q/2σm0 0.15 0.20 0.25 

Initial void ratio e 0.70 0.71 0.67 

DA=5% 6.28 6.21 7.14 

DA=10% － － － 

 

Table 6 中密な砂，σm0=10kPa における試験条件 

 （） （） （） 

Stress ratio q/2σm0 0.15 0.20 0.25 

Initial void ratio e 0.72 0.73 0.76 

DA=5% 25.7 10.23 5.67 

DA=10% 33.26 21.21 16.22 

 

Table 7 中密な砂，σm0=20kPa における試験条件 

 （） （） （） 

Stress ratio q/2σm0 0.15 0.20 0.25 

Initial void ratio e 0.70 0.73 0.76 

DA=5% － 34.89 6.20 

DA=10% － 45.5 16.4 
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（）応力比0.25 

Figure 2 σm0=5kPa における繰返し三軸試験結果 
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（）応力比0.25 

Figure 3 σm0=10kPa における繰返し三軸試験結果 
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（）応力比0.25 

Figure 4 σm0=20kPa における繰返し三軸試験結果 
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3.2 排水・非排水単調載荷三軸圧縮試験 

緩い砂（e=0.83~0.91 程度），及び中密な砂（e=0.71~0.77

程度）を対象に，種々の初期拘束圧（σm0=5kPa，10kPa，

20kPa），排水・非排水条件において三軸圧縮試験を行った．

なお，載荷変位速度は全試験で 0.04mm/min としている． 

 

3.2.1 排水条件における試験結果 

試験条件を Table.8，応力比～偏差ひずみ関係の試験結

果を Figure.5 に示す． 

まず，この図をより，中密な砂だけでなく，緩い砂にお

いても通常拘束圧の密な砂における特徴であるダイレイ

タンシーの発生が確認できた． 

次に，初期拘束圧の違いによる影響に着目してみると，

初期拘束圧が小さいほど，応力比 q/p’が大きく，供試体が

膨張していることがわかる．この現象は緩い砂，中密な砂

どちらでも確認できる．これより，非排水繰返し三軸試験

でも述べたように，同じ間隙比において，初期拘束圧が小

さいほど砂が密な状態になることがわかる． 

続いて，初期間隙比の違いによる影響に着目してみると，

中密な砂の方が緩い砂より応力比 q/p’が大きく，せん断膨

張がより顕著であることがわかる．これは，中密な砂の方

が緩い砂より間隙比が小さいため妥当である． 

 

Table 8 排水条件における試験条件 

 （1） （2） （3） 

Confining stress σm0 5kPa 10kPa 20kPa 

Sand Conditions loose dense loose dense loose dense

Initial void ratio e 0.85 0.72 0.84 0.73 0.91 0.77 

 

3.2.2 非排水条件における試験結果 

試験条件を Table.9，有効応力経路の試験結果を Figure.6

に示す． 

まず，この図をより，緩い砂と中密な砂はいずれの場合

においても，せん断初期に有効応力は減少するがやがて増

加に転じ，限界状態におけるせん断応力比ラインに沿って

上昇し，通常拘束圧における密な砂の挙動を示す． 

次に，初期拘束圧の違いによる影響に着目してみると，

初期拘束圧が大きいほど有効応力の曲線がゆるやかにな

っていることがわかる． 

続いて，初期間隙比の違いによる影響に着目してみると，

中密な砂の方が緩い砂より有効応力の減少が早く終わり，

その後，限界状態におけるせん断応力比ラインに沿って上

昇していることがわかる． 

 

Table 9 非排水条件における試験条件 

 （1） （2） （3） 

Confining stress σm0 5kPa 10kPa 20kPa 

Sand Conditions loose dense loose dense loose dense

Initial void ratio e 0.83 0.71 0.89 0.73 0.89 0.76 
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（3）σm0=20kPa        （3）σm0=20kPa 

Figure 5 排水条件における  Figure 6 非排水条件における 

試験結果          試験結果 

 

4. 要素シミュレーション 

 

低拘束圧環境下での試験結果に基づき，CM モデルによ

る要素シミュレーションを行い，モデルの改良を試みる．

良い構成式の条件としてパラメータを変えること無く，

種々の力学特性を表現できるかが重要であるため，従来使

われてきた材料パラメータを変えること無く解析を行う．

解析に用いた材料パラメータを Table.10 に示す． 

 

Table 10 材料パラメータ 

Material Parameters Toyoura Sand 

Compression index   0.05 

Swelling index   0.0064 

Stress ratio at critical state   1.300 

Void ratio  (p’ = 5kPa on N.C.L) 1.02 

Poisson’s ratio   0.300 

Degradation parameters of over consolidation state  m 0.010 

Degradation parameters of structure  a 0.500 

Evolution parameters of anisotropy  br 1.500 
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4.1 新たな発展則の提案 

従来の構成式による解析結果では，軸ひずみの発達が過

大に評価されているため，過圧密の発展則 R に新しくパラ

メータを導入し，その値を変化させることで解析結果に

どのような影響を与えるかを検証した（＝1 は従来通り）．

変更した発展則は次式で表す． 



















ij

ij

p

ij
d

f

M
RdUdR 


    （1） 

)ln(
1)(

)(
2

2

0

2

0 
R

pp

pp

C

mM
U

p



















   （2） 

 

4.1.1 パラメータの導入と解析結果 

初期拘束圧196kPaにおけるの値を変化させた砂の非排

水繰返し三軸試験解析結果を Figure.7 に，状態変数を

Table.11 に示す．（このとき，応力比 q/2m0=0.20） 

Figure.7 の[a]の図より，の値が大きくなるほど液状化に

至るまでの繰返し載荷回数が多くなり，液状化後のサイク

リックモビリティ挙動時に応力経路が原点から離れてい

くことが確認できた．また，[b]の図より，の値が大きく

なるほど軸ひずみの発達が小さくなることがわかる． 

以上より，パラメータを導入することで，液状化に至

るまでの繰返し載荷回数や軸ひずみの発達速度の抑制な

ど，定量的な表現を行えることが確認できた． 

 

Table 11 m0＝196kPaにおけるを変えた繰返し三軸試験の状態変数 

State variables (ⅰ) （ⅱ） （ⅲ）

Degradation parameter of over 

consolidation state  
1.0 1.5 2.0 

Initial void ratio  e0 0.732 0.732 0.732 

Initial degree of structure  R0
* 0.149 0.149 0.149 

Initial degree of over consolidation OCR 73.40 73.40 73.40 

Initial anisotropy  0 0.00595 0.00595 0.00595
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（ⅲ）=2.0 

Figure 7 m0＝196kPa におけるを変えた繰返し三軸試験解析結果 

 

4.2 新たな発展則を導入した要素シミュレーション 

本節では，新たな発展則を導入した構成式での要素シミ

ュレーションを行い，実際にどの程度構成式が改善できた

のか，また問題点・課題を挙げ，今後の方針について示す．

なお，Table.10 の値に加え， =1.5 も用いた． 

 

4.2.1 低拘束圧における非排水繰返し三軸試験の表現 

非排水繰返し三軸試験における状態変数を Table.12，

Table.13，解析結果を Figure.8~Figure.13 に示す． 

まず，緩い砂における解析結果を検討していく．

Figure.8~Figure.10 の[a]の図より，従来の構成式での解析結

果（図中では示していないが）よりも軸ひずみの発生が大

幅に抑制されているのがわかる．これより，緩い砂での解

析結果においても初期拘束圧の違いによる粗密状態の変

化が評価できるようになったと言える． 

次に，中密な砂における解析結果を検討する．

Figure.11~Figure.13 の[b]の図より，初期拘束圧 20kPa では

実験値を定性的にも定量的にもよく表現できていること

がわかる．しかし，初期拘束圧 5kPa，10kPa では過剰に軸

ひずみを抑制していまい，実験値よりも小さくなってしま

った．また，[a]の図を見ていると，初期拘束圧が小さいほ

ど過圧密比が大きくなる影響でサイクリックモビリティ

挙動時に応力経路が原点を通りにくくなっていることが

確認できる． 

 

Table 12 緩い砂における非排水繰返し三軸試験解析の状態変数 

State variables （） （） （） 

Initial mean effective stress  m0 5.0 10.0 20.0 

Initial void ratio  e0 0.91 0.89 0.89 

Initial degree of structure  R0
* 0.292 0.293 0.233 

Initial degree of over consolidation OCR 33.6 33.2 18.4 

Initial anisotropy  0 1.34E-02 1.24E-03 9.63E-05

 

Table 13 中密な砂における非排水繰返し三軸試験解析の状態変数 

State variables （） （） （） 

Initial mean effective stress  m0 5.0 10.0 20.0 

Initial void ratio  e0 0.75 0.74 0.74 

Initial degree of structure  R0
* 0.621 0.621 0.538 

Initial degree of over consolidation OCR 608.1 498.7 216.3 

Initial anisotropy  0 1.15E-02 2.06E-03 2.15E-04
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Figure 8 緩い砂，σm0=5kPa における繰返し三軸試験解析結果 
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Figure 9 緩い砂，σm0=10kPa における繰返し三軸試験解析結果 
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Figure 10 緩い砂，σm0=20kPa における繰返し三軸試験解析結果 
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Figure 11 中密な砂，σm0=5kPa における繰返し三軸試験解析結果 
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Figure 12 中密な砂，σm0=10kPa における繰返し三軸試験解析結果 
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Figure 13 中密な砂，σm0=20kPa における繰返し三軸試験解析結果 

4.2.2 低拘束圧における単調載荷三軸圧縮試験の表現 

三軸圧縮試験における解析の状態変数を Table.14，

Table.15 解析結果を Figure.14~Figure.17 に示す． 

まず，排水三軸圧縮試験の解析結果について検討する．

緩い砂に着目すると，Figure.14 の[c-1]の図より，拘束圧の

違いによる降伏応力の違いが定性的に表現できており，

[c-2]の図より，正のダイレイタンシーの表現ができていな

いまでも，従来の構成式での解析結果よりも負のダイレイ

タンシーが発生しておらず，実験値に近づいていることが

わかる．これは，中密な砂においても同様である． 

次に，非排水三軸圧縮試験の解析結果について検討する．

緩い砂に着目すると，Figure.16 より，初期拘束圧が小さく

なるほど限界状態に達するまでの力学挙動だけでなく，限

界状態後の力学挙動もよく表現できていることがわかる．

また，中密な砂に着目すると，Figure.17 より，有効応力経

路が定性的にも定量的にもよく表現できていることがわ

かる． 

 

Table 14 緩い砂での排水・非排水三軸圧縮試験解析の状態変数 

State variables （1） （2） （3） 

Initial mean effective stress  m0 5.0 10.0 20.0 

Initial void ratio  e0 0.86 0.88 0.90 

Initial degree of structure  R0
* 0.255 0.198 0.147 

Initial degree of over consolidation OCR 154.05 62.67 24.08 

Initial anisotropy  0 2.60E-02 5.89E-04 2.71E-04

 

Table 15 中密な砂での排水・非排水三軸圧縮試験解析の状態変数 

State variables （1） （2） （3） 

Initial mean effective stress  m0 5.0 10.0 20.0 

Initial void ratio  e0 0.75 0.73 0.76 

Initial degree of structure  R0
* 0.427 0.427 0.311 

Initial degree of over consolidation OCR 1119.18 828.71 237.42 

Initial anisotropy  0 1.56E-02 9.66E-04 2.83E-04
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（3）σm0=20kPa 

Figure 14 緩い砂，排水条件での三軸圧縮試験解析結果 
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（3）σm0=20kPa 

Figure 15 中密な砂，排水条件での三軸圧縮試験解析結果 
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Figure 16 緩い砂，非排水条件 Figure 17 中密な砂，非排水条件 

三軸圧縮試験解析結果      三軸圧縮試験解析結果 

 

5. まとめ 

 

1) 排水・非排水三軸圧縮試験を行った結果，緩い砂に

おいても通常拘束圧や中密な砂と同様にダイレイタ

ンシーの発生が確認できた．これは，砂の粗密状態

を判断する際，間隙比だけでなく，拘束圧も関わっ

ていることがわかった． 

2) 非排水繰返し三軸試験を行った結果，緩い砂におい

ては，メンブレンの引張に対する抵抗力が働き，軸

ひずみが圧縮側に偏ることが確認できた．中密な砂

においては，初期拘束圧が小さいと負の有効応力（約

1kPa）が発生することがわかり，薄いメンブレンで

もその影響を完全に無くすことができない． 

3) CM モデルの過圧密状態変数 R の発展則に新しいパ

ラメータを加え，その影響を検証した．その結果，

の値が大きいほど液状化に至るまでの繰返し載荷

回数が多くなり，サイクリックモビリティ挙動時に

せん断ひずみを抑えることが確認でき，構成式のパ

フォーマンスを改善した． 

4) 例えば，の値を調整することで，非排水繰返し三軸

試験の解析では緩い砂においても軸ひずみの発達速

度が抑えられ，実験値に近づけることが可能となっ

た．排水・非排水三軸圧縮試験の解析では，従来の

構成式での解析結果よりも実験値に近づき，定性的

にも定量的にも改善された．しかし，初期拘束圧が

小さいほど載荷初期の有効応力減少幅が大きいこと

や初期拘束圧の違いによる液状化に至るまでの繰返

し載荷回数の変化等，低拘束圧特有の力学挙動がま

だうまく説明できていないため，表現できるように

さらなる研究を進めていきたい． 
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地層処分の緩衝材として用いるベントナイト・珪砂混合体の不飽和力学特性 
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概   要 
本研究では，放射性廃棄物の地層処分において緩衝材として用いられる予定のベントナイト・珪砂混合

体を対象として，不飽和から飽和過程までを含む様々な含水条件下での強度・変形特性の把握を試みた。

具体的には，試験材料として選択した工業製品である粉末状ベントナイトの自然状態での含水比から，ほ

ぼ飽和に近い疑似飽和状態までの広い領域の含水比をカバーして作製したベントナイト・珪砂混合体の供

試体を用いて，それぞれの含水条件下での変形・強度特性を詳細に調べた。特に，供試体の均質性と試験

の再現性，ならびにせん断試験中に供試体の含水条件が極力変化させないために，非排気・非排水条件下

での三軸試験を行った。ただし，せん断試験中の変形特性を詳細に把握するために，気相を含む不飽和供

試体の体積変化を正確に計測できる 2 重セル構造の三軸試験装置を新たに作製して試験に用いた。その結

果，供試体の飽和度が上昇するにつれ，せん断強度が低下することが示され，しかも飽和直前でその傾向

が顕著になることがわかった。 
 

キーワード：ベントナイト，緩衝材，地層処分，三軸試験，不飽和土 
 

1. はじめに 

 
東日本大震災における福島原発の事故処理をはじめ，脱

原発社会を考える日本では，放射性廃棄物が大量かつ早期

に発生する問題に直面しており，放射性廃棄物を安全かつ

恒久的に処分することが重要な課題である。我が国の高レ

ベル放射性廃棄物の地層処分においては，多重バリアシス

テムで数万年にわたり超深地層処分にて廃棄物を封じ込

めておくことを基本方針としており，2000 年に「特定放

射性廃棄物の最終処分に関する法律」1)（特定放射性廃棄

物とは，高レベル放射性廃棄物および TRU 廃棄物を指す）

が制定されている。具体的には，ガラス固化された高レベ

ル放射性廃棄物をオーバーパックと呼ばれる金属製容器

に封入し，その周りを緩衝材で覆い，地下 300m 以深の岩

盤に埋設することを基本としている 2)。その際の緩衝材の

役割は，周辺岩盤から加わる外力によってオーバーパック

等の破損を防ぐ緩衝機能や，廃棄物と地下水との接触を阻

み，放射性核種の移行を遅延させる遮水機能等が求められ

る。地層処分におけるこれらの必要条件を持った材料とし

て，緩衝材には高圧で圧縮したベントナイトが用いられる。

なお，高レベル放射性廃棄物処分に用いられる緩衝材には，

支持力性能や放射性廃棄物が発する熱を逃がすための熱

伝導率や透気性の向上，また経済的な面からもベントナイ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

周辺岩盤

不飽和状態の緩衝材

地下水

熱

オーバーパック
の自重

ガラス固化体 

オーバーパック 

(a) 再冠水までの不飽和状態 
 周辺岩盤

飽和状態の緩衝材

熱

岩盤クリープ
変形

緩衝材の
膨潤圧

オーバーパック
の腐食膨張

(b) 再冠水後の飽和状態 
図 1 地層処分における多重バリアシステムの概要 
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トに珪砂を混入させると考えられている。 
地層処分において，緩衝材および遮水材として用いられ

るベントナイト・珪砂混合体は，不飽和状態で締め固めら

れて製造されるため，放射性廃棄物が搬入される処分場の

操業時には不飽和状態である。この不飽和状態は，処分場

の操業が終わって閉鎖された後に，地下水が処分場を完全

に覆う再冠水と呼ばれる状態となるまで続く（図 1（a）参

照）。その後，緩衝材は地下水の浸潤により飽和するが，

ベントナイト自身が持つ膨潤特性により緩衝材内部では

膨潤圧が上昇するとともに，周辺岩盤からのクリープ変形

やオーバーパックが腐食膨張することなどによって様々

な外力が長期的にわたり作用することになり，不飽和状態

の時とは環境も大きく変化する（図 1（b）参照）。このよ

うに，ベントナイト・珪砂混合体は，処分場建設時の不飽

和状態から，地下水環境下にて数十年を経て飽和状態に遷

移することが考えられる。そのため，処分場を合理的に設

計するためには，不飽和状態から飽和過程までを含むベン

トナイト・珪砂混合体の力学特性を把握する必要がある。 
そこで，本研究の目的として，様々な飽和状態での強

度・変形特性を求めるために，各種の含水条件で作製した

ベントナイト・珪砂混合体の供試体を用いて，非排気・非

排水条件下での三軸試験を行った。また，各飽和度におけ

るベントナイト・珪砂混合体の力学特性について説明する

とともに，サクションがこれらの試験結果に及ぼす影響に

ついて議論する。 
 
2. 供試体作製方法および試験方法 

 
図 2に本研究で用いた 2重セル構造の高圧三軸試験装置

の概要を示す。載荷機構にはメガトルクモータを使用して

いる。載荷方法には単調載荷および繰り返し載荷が可能と

なっており，せん断速度はそれぞれ，0.01％～2.0％/min，
0.01％～1.0％/min の範囲で可変となっている。なお，本研

究では不飽和から飽和状態へと遷移する過程の高密度ベ

ントナイト緩衝材の力学特性を把握することを目的とし

ている。そのため，各種不飽和状態の珪砂・ベントナイト

供試体を用いた非排気非排水条件の三軸試験を実施した。

一般的な飽和供試体を用いた三軸試験を行う場合であれ

ば，供試体の吸排水量を計測することによって試験中の供

試体の体積変化を計測することが可能である。しかし，不

飽和供試体を用いる場合では，供試体には液相も気相も存

在するので，供試体に存在する気相の体積変化まで含めて

正確に計測することが，供試体の変形特性を把握する上で

必要不可欠となる。そこで，本研究では 2 重セル構造の三

軸試験装置を使用した。2 重セルは，同じ圧力を作用させ

られる外セルと内セルの 2 つを有し，試験中の供試体の体

積変化と等しい水が内セルに流出入すると考え，その水の

体積を 2 重管ビュレットと差圧計で計測する。 
本研究の試料には，粉末ベントナイト（クニゲル V1，

クニミネ工業製 Na 型ベントナイト，自然含水比 w=9.51%）

に三河珪砂 6 号を乾燥質量比 30%で混合した試料を自然 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 2 2 重セル構造の高圧三軸試験装置 
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図 3 ベントナイト・珪砂混合体の膨潤圧試験 

 
供試体名 飽和度 Sr（%） 拘束圧

（MPa） 

自
然
含
水 

供
試
体 

IM1-1 29 
0.1 

IM1-2 27 
IM5-1 29 

0.5 
IM5-2 29 

疑
似
飽
和 

供
試
体 

QS1-1 92 
0.1 

QS1-2 90 
QS5-1 91 

0.5 
QS5-2 91 
QS15-1 92 1.5 

各
種
不
飽
和
供
試
体 

VM1-1 32 

0.1 

VM1-2 42 
VM1-3 50 
VM1-4 63 
VM1-5 77 
VM1-6 88 
VM5-1 34 

0.5 

VM5-2 44 
VM5-3 48 
VM5-4 63 
VM5-5 73 
VM5-6 87 

VM15-1 79 
1.5 

VM15-2 86 
 

表 1 非排気非排水試験における試験ケース 
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含水状態の試料として用いた。作製した供試体は，供試体

の飽和度ごとに異なる名称で呼ぶ。自然含水状態の試料で

作製した場合は「自然含水供試体」。飽和に近い含水比の

試料を用いた場合は「疑似飽和供試体」。そして，それら

を補間する様々な飽和度の供試体を「各種不飽和供試体」

と呼ぶ。自然含水供試体は，自然含水状態の試験試料を油

圧ジャッキにて圧縮成形した後，両端面を成形し作製した。

各種不飽和供試体および疑似飽和供試体は，所定の飽和度

となるように，霧吹きにて含水比調整を行った試験試料を

用いて，自然含水供試体と同様の手順で作製した。供試体

の乾燥密度は 1.6Mg/m3 とし，供試体は直径 35 mm，高さ

70mm の円柱とした。三軸試験の初期拘束圧は 0.1MPa お

よび 0.5MPa の 2 つを基本とした。図 3 は完全拘束条件下

でのベントナイト・珪砂混合体の膨潤圧試験の結果である。

厚さ 20mm の自然含水供試体に上下端面から脱気水を注

水した際の時間～膨潤圧の関係を示している。乾燥密度

1.6Mg/m3 の供試体において，およそ 1.0MPa の膨潤圧が発

生することから，実際の処分場においても，緩衝材の飽和

過程において周囲の岩盤からの反力によって 1.0MPa 以上

の有効拘束圧が作用する場合も想定される。そのため，本

研究では高拘束圧（1.5MPa）での試験も行った。 
なお，いずれの試験においても，載荷速度は 0.5％/min

で軸ひずみ 15％まで非排気非排水条件のせん断を行った。

表 1 に各試験ケースの詳細情報を示す。 
 
3. 試験結果 

 
3.1 自然含水供試体の試験結果 

 図 4 に自然含水供試体の非排気非排水三軸試験の結果

を示す。凡例は表 1 に示した試験ケースである。 
 図 4（a）の軸差応力～軸ひずみ関係より，いずれの供試

体においても軸ひずみ 3%程度まで軸差応力が急激に増加

し，最大軸差応力に到達している。最大軸差応力に到達し

た後，供試体はひずみ軟化の挙動を示し，軸ひずみ 6%付

近から残留状態となっている。この破壊形態は固結材料に

見られる挙動で，試験終了時の供試体には明確なせん断面

とひびが見られた。IM1-1，IM1-2 と IM5-1，IM5-2 を比較

すると，最大軸差応力の値は拘束圧が高い IM5-1，IM5-2
の方が高い値となっている。また，IM1-1 と IM1-2 を比較

すると，供試体の飽和度が低い IM1-2 の方が，若干ながら

高い値を示している。 
 図 4（b）の体積ひずみ～軸ひずみ関係より，供試体の

体積ひずみが正の値では供試体の体積圧縮を示し，負の値

では供試体の体積膨張を示している。いずれの供試体にお

いても，軸差応力が最大値を示す手前まで体積圧縮を続け

ている。最大軸差応力に到達する軸ひずみでは，供試体が

すでに体積膨張に転じており，その際の膨張割合は試験中

に最大となっている。その後，供試体は緩やかに体積膨張

を続け，残留強度を発揮している。各拘束圧を比較すると，

拘束圧の低い IM1-1，IM1-2 の方が試験終了後の供試体の

体積膨張量が大きくなっている。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 図 4（c）のモールの応力円より，粘着力 c は 0.5MPa，
内部摩擦角 u は 42.3°と，非常に大きい値となった。 
 
3.2 疑似飽和供試体の試験結果 

 図 5 に疑似飽和供試体の非排気非排水試験の結果を示

す。凡例は表 1 に示した試験ケースである。 
 図 5（a）の軸差応力～軸ひずみ関係より，いずれの供試

体でも軸ひずみの増加に伴い軸差応力が増加し続け，軸ひ

ずみ 10%程度で最大軸差応力に到達している。しかし，い

ずれの供試体においても最大軸差応力の値は自然含水供

試体に比べると非常に低い値となった。さらに，自然含水

供試体で見られた最大せん断応力到達後の大きなひずみ

軟化挙動，試験終了後の供試体の明確なせん断面は疑似飽

和供試体では見られなかった。 
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(c) モールの応力円 

図 4 自然含水供試体の非排気非排水三軸試験 

(b) 体積ひずみ～軸ひずみ関係 
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 図 5（b）の体積ひずみ～軸ひずみ関係より，いずれの

供試体においても軸差応力の増加に伴い，供試体は体積圧

縮している。せん断終了時の体積ひずみは QS1-1，QS1-2
に比べ，QS5-1，QS5-2 の方が小さい値となった。これは，

等方圧縮時に拘束圧が高い方が供試体内の気相の体積が

減少しており，供試体内の土粒子構造がせん断前から密詰

め傾向にあったと考えられる。 
 図 5（c）のモールの応力円より，粘着力 c は 0.12MPa，
内部摩擦力 u は 6.1°となり若干の u が見られる結果とな

った。しかし，本試験で使用した疑似飽和供試体は完全に

飽和しておらず，完全飽和状態であれば，内部摩擦角は 0°
であったと考えられる。また自然含水供試体と比較すると，

粘着力および内部摩擦角とも非常に低い値となった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

3.3 各種不飽和供試体の試験結果 

 図 6～8 に各種不飽和供試体の非排気非排水三軸試験の

結果を示す。なお，図 6 に拘束圧 0.1MPa，図 7 に拘束圧

0.5MPa の試験結果を示す。図 8 は各種不飽和供試体の試

験結果から描いたモールの応力円となっている。凡例は表

1 に示した試験ケースである。 
 図 6（a）と図 7（a）の軸差応力～軸ひずみ関係より，

拘束圧 0.5MPa で試験を実施した VM5-2～VM5-6 では，疑

似飽和供試体と同様にせん断中にひずみ軟化が見られず

単調に増加する結果が見られた。また，飽和度 73%である

VM5-5 と飽和度 87%である VM5-6 のせん断挙動に大きな

差が見られた。一方，拘束圧が低い場合，飽和度が比較的

低いケースではせん断中にひずみ軟化挙動が見られるが，

飽和度の増加とともにその度合いが緩やかになり，VM1-6
ではひずみ軟化挙動はほとんど見られなかった。さらに，

拘束圧が高い場合も，飽和度 77%と飽和度 88%のケースの

せん断挙動が大きく異なる傾向が見られた。すなわち，い

ずれの拘束圧においても飽和度が 70 %を超えるとせん断

強度が急激に減少する傾向が見られ，これは飽和度が 70%
以上になるとサクションが急激に低下するためであると

考えられる。これらの試験結果から，ベントナイト・珪砂

混合体では，供試体飽和度が高くなるにつれ強度が徐々に

低下し，特に飽和直前で急激に低下することが示された。 
 図 6（b）と図 7（b）に体積ひずみ～軸ひずみ関係より，

VM5-2～VM5-6 では疑似飽和供試体と同様に供試体は体

積圧縮を続ける結果となった。しかし，VM5-1 は自然含水

供試体と同様の挙動を示している。ただし，体積圧縮量は

自然含水供試体に比べ小さく，供試体の体積膨張の値も小

さい値となっている。VM5-3 については，いずれの供試体

より大きく体積圧縮している。これは，VM5-3 の供試体が

若干のゆる詰め傾向であり，VM5-3 の最大軸差応力が，飽

和度の高いVM5-4より小さくなったと考えられる。VM1-1
～VM1-6 では自然含水供試体と同様の挙動を示しており，

せん断開始直後の軸差応力が急激に増加する段階におい

て供試体は体積圧縮を続けている。最大軸差応力に到達す

る手前で供試体は体積膨張に転じ，その後は軸差応力の急

激な低下に伴い，急激に体積膨張している。残留状態とな

ってからは，供試体は緩やかに体積膨張している。供試体

の体積ひずみは飽和度が低いほど変化量が大きく，膨張割

合も大きくなっている。しかし，飽和度が高くなるほど，

最大せん断応力到達後の供試体体積ひずみの膨張は徐々

に見られなくなった。これらの結果から，各種不飽和供試

体の飽和度が低い場合では自然含水供試体と同様に，体積

圧縮した後，体積膨張に転じる挙動となる。しかし，供試

体の体積圧縮量および体積膨張量はいずれも自然含水供

試体よりも小さい値となった。また，供試体の飽和度が高

くなると，疑似飽和供試体と同様に，せん断中に供試体は

体積圧縮を続ける挙動となった。ただし，供試体の拘束圧

が高い場合では，全般的に疑似飽和供試体と同様の挙動と

なった。しかし，供試体の飽和度が低い場合では，自然含

水供試体と同様に膨張傾向を示した。これらの試験結果か 
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(c) モールの応力円 

図 5 疑似飽和供試体の非排気非排水三軸試験 
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ら，試験中の珪砂・ベントナイト混合体のダイレイタンシ

ー特性は，せん断特性と同様に供試体の飽和度と拘束圧に

よって変化することが示された。 
 表 2 に図 8 の各種不飽和供試体のモールの応力から求め

た，粘着力 c と，内部摩擦角 u を示す。表より，供試体飽

和度が高くなるにつれ，粘着力と内部摩擦角は徐々に低下

し，飽和直前で急激に低下していることがわかる。 
 
3.4 高拘束圧条件における試験結果 

 図 9 に高拘束圧条件による非排気非排水三軸試験の結

果を示す。なお，高拘束圧としたのは，2 節で述べたよう

に実際の現場では飽和状態の高密度ベントナイト自体の

膨潤圧が反力として作用することが想定されるためであ

る。凡例は表 1 に示した試験ケースである。図 9（c）は各

飽和度の試験結果から描いたモールの応力円である。ただ

し，表 1 に示した飽和度は供試体作製時の値であり，高校

側圧を作用させた状態では，気相の圧縮によって，飽和度

が相当量上昇している可能性がある。 
 図 9（a）の軸差応力～軸ひずみ関係より，いずれの供試

体においても軸ひずみの増加に伴い軸差応力が増加し続

け，軸ひずみ 7％程度で最大軸差応力に到達している。ま

た，最大軸差応力は飽和度が低いものほど，大きい値とな

り，低拘束圧（拘束圧 0.1MPa，0.5MPa）の試験結果と同

様の傾向を示した。しかし，高拘束圧の飽和度 79％と飽

和度 86％の供試体のせん断挙動は，低拘束圧ほど大きく

異なる傾向はみられなかった。これは，先述のように供試

体作製時に低飽和度であった供試体でも，高拘束圧条件下

では高い飽和度に変化しているためと考えられる。 
 図 9（b）の体積ひずみ～軸ひずみ関係から，いずれの

供試体においても体積圧縮を続け，供試体の飽和度が高く

なるにつれ体積変化の度合いは小さくなる結果となった。

このことから，高拘束圧の試験結果は，拘束圧 0.5MPa と 

 VM1-1　  VM1-2　  VM1-3
 VM1-4　  VM1-5　  VM1-6
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(a) 軸差応力～軸ひずみ関係 

図 6 各種不飽和供試体の試験結果（0.1MPa） 
(b) 体積ひずみ～軸ひずみ関係 
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図 7 各種不飽和供試体の試験結果（0.5MPa） 
(b) 体積ひずみ～軸ひずみ関係 
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供試体 
飽和度

（%） 
粘着力 c
（MPa） 

内部摩擦力 u

（°） 

各種不飽和

供試体 

32，34 0.46 27.1 
42，44 0.37 25.8 
50，48 0.38 23.2 
63，63 0.28 29.4 
77，73 0.30 25.3 
88，87 0.19 7.6 

 

表 2 各種不飽和供試体粘着力 c と内部摩擦力 u 

図 8 各種不飽和供試体のモールの応力円 
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ほぼ同様の傾向を示し，試験中のベントナイト・珪砂混合

体のダイレタンシー特性は高拘束圧においても，飽和度に

よって変化することが示された。また，QS15-1 は 3.2 節の

QS1-1,QS5-1 と同様に試験中は圧縮傾向を示したが，圧縮

量は非常に小さい値となっている。これは，高拘束圧の作

用によって，供試体内の空気や間隙が充填されたためと考

えられる。また，せん断開始直後のわずかな体積膨張につ

いては，内セル内に貫入する載荷ロッドの補正による誤差

の可能性が考えられる。 
 図 9（c）のモールの応力円より，飽和度が約 90％で整

理したモール円では，粘着力 c＝0.15MPa，内部摩擦角 u

＝0.8°，飽和度が約 80％では，粘着力 c＝0.25MPa，内部

摩擦角 u＝0.0°となった。なお，飽和度約 70％で整理し

たモール円については内部摩擦角と粘着力を求めること

ができなかった。これは，高拘束圧の供試体の飽和度が他

の拘束圧よりも高くなっているためと考えられる。 
 Agus ら 3)は，様々な混合率のベントナイト・珪砂混合体

の含水比とサクションとの関係を調べており，珪砂 30％
混合の供試体においては，含水比が 15 から 25％に上昇す

るのに対して，サクションは約 10MPa から 1MPa 程度ま

で低下することを示している。本研究における飽和度によ

るせん断挙動の違いは，このようなサクションの変動に大

きく影響を受けていると考えられる。 
 また，向後・森山 4)は，非塑性シルトの不飽和三軸試験

を実施し，不飽和供試体に作用させるサクションが，せん

断時の最大軸差応力やダイレイタンシー特性などの力学

特性に大きく影響を及ぼすことを示している。本研究の試

験結果は，試験材料は異なるものの，向後・森山の試験結

果の傾向ときわめて類似している。 
 
4. おわりに 

様々な飽和度を有するベントナイト・珪砂供試体の非排

気非排水三軸試験を実施した。試験結果から，供試体の飽

和度が上昇するにつれ，せん断強度が低下するが，特に飽

和直前で急激に低下することが示された。不飽和の粘性土

においては，飽和度によって土粒子間のサクションが大き

く変化し，結果として粘性土の力学挙動に大きな影響を及

ぼすことが既往の研究により示されている 4),5)。本研究の

不飽和ベントナイトの力学特性もサクションの影響を受

けていることは明白であることから，今後はサクションを

パラメータとして力学特性の統一的な解釈をすすめると

ともに，不飽和領域の力学挙動に適用できる数値モデルの

構築を検討する。 
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(b) 体積ひずみ～軸ひずみ関係 

図 9 高拘束圧の非排気非排水三軸試験結果 
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(c) モールの応力円 
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K0および等方応力条件下で繰返し載荷を受ける堆積軟岩の力学特性 

Mechanical properties of soft sedimentary rock under K0 and isotropic cyclic loading condition 
 

 

栗本悠平 1，小枝幸真 1，山本由弦 2，阪口秀 2，氏家恒太郎 3，張鋒 4 
 

1 名古屋工業大学大学院・工学研究科・創成シミュレーション工学専攻 

2 海洋研究開発機構 

3 筑波大学・生命環境科学研究科・地球進化科学専攻 

4 名古屋工業大学・高度防災工学センター・E-mail：cho.ho@nitech.ac.jp 

 

概   要 
沈み込み帯におけるプレート境界断層（デコルマ）形成時の力学特性を理解することは，海溝型地震発生

帯の形成メカニズムを解明する大きな手がかりになる。しかし，将来的にプレート境界断層になるとされ

るデコルマ相当層準からデコルマへの変性過程における材料の力学特性やそのメカニズムに関する研究は

数少なく，室内要素試験や数値実験などの基礎的な研究が求められる。そこで，本研究ではデコルマ形成

メカニズムを検討する初期段階として，境界断層を形成する岩盤の基礎的な力学特性を把握するために，

房総半島の海溝斜面被覆層から採取した未固結シルト岩を用いてK0および等方応力条件下での静的載荷試

験と動的載荷試験を実施し，試料の力学特性と試験前後における内部組織を観察した。その結果，未固結

シルト岩は動的載荷を受けると塑性変形を生じるにも関わらず，その内部組織には変化がないことを確認

した。 

 

キーワード：デコルマ，繰返し載荷，帯磁率異方性 

 

 

1. はじめに 

 

 プレート境界である南海トラフでは，近い将来高確率で

巨大地震が発生すると予測されており，その発生メカニズ

ムの解明が望まれている。しかし，これまでの巨大地震に

関する研究は，遠方観測データや非常に古い地質記録等か

らの類推によるものがほとんどでありマグニチュード 8

クラスの断層材料を用いた力学試験やその形成メカニズ

ムに関する研究は数少なく，室内要素試験や数値実験など

の基礎的な研究が求められる。 

 このような背景のもと，近年ではプレート境界断層の掘

削を目指した国際海洋掘削計画が実施されている。ODP

（Ocean Drilling Program）第 190 次航海では，図 1 に示す

室戸岬沖の南海トラフにおいて掘削調査が実施された。図

2 に示す試料より，将来的にプレート境界断層になると考

えられる Site1173 のデコルマ相当層準（以下，プロトデコ

ルマ）では自生鉱物粒子による粒子間セメンテーションが

存在し，低密度な状態であることが確認されている。また，

Site1174のプレート境界断層に相当するデコルマ内部では，

異常とも言える体積変化を生じ，高密度な状態であること

がわかっている 1), 2)。これは，プロトデコルマで形成され

ていた粒子間セメンテーションが数十万年の月日を経て

デコルマへ変化する過程で崩壊し，高密度な状態に移行し

たことを意味している。一方，採取されたデコルマのコア

試料を観察すると，図 3 に示すように数 mm～数 cm 程度

の角礫から形成されており，その角礫内部においてはラン

ダム組織を保持していることが確認されている。これは，

デコルマを形成する角礫内部においてはせん断を受けた

形跡が認められないことを意味している。 

 地盤工学においては，セメンテーションや構造の崩壊は

一般的にはせん断に起因するとされている。しかし，デコ

ルマを形成する角礫内部はランダム組織を保持したまま

セメンテーションが崩壊して高密度な状態であり，この一

般認識と矛盾している。一方，既往の研究から低周波数を

持つ地震によりデコルマ層準において瞬間的な流圧変動

が発生している 3)こと，緩い砂は小さな振動により大圧縮

する 4)ことがわかっている。そこで，著者らは従来の認識

とは大きく異なるデコルマ形成メカニズムの仮説を立て

た。すなわち，ランダム組織を保持したままセメンテーシ

ョンや構造が崩壊する原因は，静的なせん断圧縮だけでな

く，図 4 に示すようなプレート境界で頻発する地震やプレ

ート境界断層内部の局所的な材料破壊，流圧の変動等によ

り発生する「平均応力と偏差応力が共に変化する動的外

力」にあると仮定した。なお，デコルマの異常とも言える

高密度化が静的なせん断圧縮に起因する可能性は，既に数

値実験により検証 5)されており，否定されている。 
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 本稿では，デコルマ形成メカニズムを検討する初期段階

として境界断層を形成する岩盤の静的，および動的挙動な

どの基礎的な力学特性を把握するために，予備試験として

房総半島の海溝斜面被覆層から採取した未固結シルト岩

を用いて K0 および等方応力条件下での静的載荷試験と地

震等による動的外力を想定した動的載荷試験を実施し，試

験前後における試料の力学特性と内部構造・組織を観察し

た結果を報告する。 

 

 
図1 ODP Leg190の掘削地点（黒丸） 
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図 2 Site1173 および Site1174 の内部組織（SEM）と密度分布 2) 

 

     
図 3 Site1174 の断層角礫および内部組織（AMS）2) 
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図 4 南海トラフの断面および海底堆積物内部構造の概略図 

（文献 2)に加筆） 

2. 試験概要 

 

 本研究では「デコルマは動的外力により形成される」と

いう仮説を検証するために，プロトデコルマとデコルマの

原位置応力状態を再現可能，すなわち，最大 20MPa の高

圧下で最大 10Hz という高周波数の異方・等方動的荷重を

載荷できる 2 種類（K0載荷仕様と等方応力載荷仕様）の試

験装置 6)を開発した。なお，上記試験装置を用いた室内要

素試験はあくまでも試料の変形や体積変化などの巨視的

特性を把握するものであり，試料内部の微視的構造・組織

や各種物理特性の変化を評価することは困難である。そこ

で，磁場を与えて粒子の配列方向を測定する帯磁率異方性

（AMS）測定 6), 7)に着目し，載荷前後における試料内部の

組織変化を観察することで微視的変化を評価できる環境

を整えた。 

 

2.1 試験試料 

 本試験では房総半島に露出し，約 300 万年前に海溝斜面

に堆積した被覆層から採取した未固結シルト岩を使用す

る。試験試料に房総半島の未固結シルト岩を使用する理由

は，房総半島が南海トラフと同様にプレート沈み込み境界

であることに加え，南海トラフ試料と同程度に圧密されて

おり，物性が近いためである。なお，コアリングは地層面

と直交方向に行い，その後は図 5 に示すように直径 25mm

×高さ 20mm に端面整形した。整形後は試料の状態を保つ

ために真空パック状態で冷蔵保管した。 

 表 1 に K0 および等方応力条件下での静的・動的載荷試

験に用いた未固結シルト岩の物性値を示す。これより，同

じサンプル箇所から採取された未固結シルト岩であるに

もかかわらず，実施する試験により物性値が異なることが

わかる。この要因としては，採取した時期が異なること，

たとえ同じサンプルブロックから整形した場合でも箇所

により堆積期間が数万年と異なるためである。これは，後

述する帯磁率異方性の初期値にも影響を与えている。ただ

し，本試験の目的は載荷による試料の変形特性と内部構

造・組織の変化を試験前後で連続的に把握することにあり，

初期物性値の違いは問題ないと考えられる。 

 

 

図 5 未固結シルト岩；(a)K0条件，(b)等方応力条件 

 

表 1 未固結シルト岩の物理特性 

 Unit K0 condition Isotropic condition 

Soil particle density ρs g/cm3 2.64 2.66 

Dry unit weight d kN/m3 14.4 11.9 

Void ratio e - 0.80 1.20 

Moisture content w % 25.9 43.2 

Degree of saturation Sr % 85.7 96.2 
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3. 静的載荷試験（予備試験） 

 

3.1 試験条件 

 動的載荷試験に先立ち静的載荷試験を実施し，K0状態と

等方応力状態での圧密降伏応力 pc と静的荷重が未固結シ

ルト岩の内部構造・組織に与える影響を把握する。K0条件

下では，ひずみ速度 0.01%/min で最大鉛直応力 20MPa の

定ひずみ圧密試験，等方応力条件下では表 2 に示す試験条

件で段階圧密試験を実施する。なお，両試験では不飽和状

態の未固結シルト岩を用いる。 

 

表 2 静的載荷試験（段階圧密試験）条件 

Loading condition: 60 minutes/stage 

Loading: 0.2 → 0.4 → 0.8 → 1.6 → 3.2 → 6.4 → 12.8 → 16 

Unloading: 12.8 → 6.4 → 3.2 → 1.6 → 0.8 → 0.4 → 0.2 → 0.1 

Unit: MPa 

 

3.2 試験結果および考察 

 図 6 に各応力条件下で得られた未固結シルト岩の圧密

曲線を示す。図 6(b)に示す段階圧密試験結果より，0.2～

0.8MPa の低拘束圧下における間隙比が大きく変化してい

ることがわかる。この原因は，試料の力学特性やばらつき

でなく，試料寸法が直径 25mm×高さ 20mm である場合は

試験装置の都合上，低拘束圧下で左右変位計が大きく変動

するためであると考えられる。以上の結果より，本試験で

用いる未固結シルト岩の圧密降伏応力は K0状態では 5～

6MPa，等方応力状態では 4～6MPa と推定される。なお，

静的載荷による試料の内部構造・組織の変化に関しては 4

章で述べる。 
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図 6 e-logp’関係；(a)定ひずみ圧密試験，(b)段階圧密試験 

 

4. 動的載荷試験および帯磁率異方性（AMS）測定 

 

4.1 試験条件 

 動的荷重を受ける未固結シルト岩の力学特性と内部構

造・組織の変化を把握するために，K0動的載荷試験と等方

動的載荷試験の 2 種類を実施する。ここで，K0動的載荷試

験とは実地盤の応力状態である K0 条件下で試料に繰返し

荷重を作用させる試験である。試験は圧密応力までは上端

排水とし，動的載荷中は非排水条件で実施した。一方，等

方動的載荷試験とは等方応力という特殊な応力条件下で

試料に繰返し荷重を作用させる試験であり，水を媒体とし

て等方応力状態を再現する。試験は圧密応力まで両端排水

とし，動的載荷中は K0 動的載荷試験と同様に非排水条件

で実施した。なお，両試験には静的載荷試験と同様に不飽

和状態の試料を用いている。この理由としては，作用させ

る荷重を確実に有効応力として与えるためである。表 3 に

静的載荷試験から得られた圧密降伏応力を基に設定した

K0 および等方動的載荷試験の試験条件を示す。なお，K0

および等方動的載荷試験は同条件で実施した。 

 本試験における応力経路を図 7 に示す。これより，設定

荷重を精度良く制御していることが確認できる。また，圧

密応力まで載荷後は約 1 時間荷重を保持し，動的載荷を加

える。これは，変位が定常化しない状態で動的載荷を与え

ると，変位量が静的載荷，動的載荷のどちらにより発生し

たのか区別しにくいためである。 

 

表 3 K0および等方動的載荷試験条件 

Case
Consolidation stress

(MPa) 

Stress amplitude 

(MPa) 

Frequency 

(Hz) 

Number of 

vibration 

(times) 

A 
5 

1 

0.5 1000 B 4 

C 10 1 
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図 7 等方動的載荷試験の応力経路（代表例 CaseB） 

 

4.2 試験結果および考察 

 図 8 に K0および等方動的載荷試験における鉛直変位～

振動回数関係を示す。グラフの縦軸は振動開始直前の変位

を 0mm としたときの鉛直変位の値である。図 8(a)に示す

K0動的載荷試験における Case A と Case B の応力振幅の違

いに着目すると，応力振幅が大きいほど動的載荷中の変位

の増減幅が大きく，載荷後の塑性変形量も大きく発生する

ことがわかる。さらに，Case A と比較して応力振幅が大き

い Case B に着目すると，振動回数が 670 回を過ぎた辺り

から急激に変位増加していることが確認できる。これは，

K0条件下で応力振幅が大きな動的荷重を作用させたこと

により，金属の疲労破壊に似た現象が発生したためと考え

られる。この現象は同条件下で複数回確認しているが，今

後も継続的に試験を実施し，再現性を確認する必要がある。

また，K0条件下での Case A と Case C の初期圧密応力の違

いに着目すると，圧密応力が大きいほど動的載荷中の変位

増減幅は小さいが，載荷後の塑性変形量は大きいことが分
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かる。この要因としては，Case C では二次圧密により振動

開始直前も変位が一定になることはなく，動的載荷中もそ

の影響を強く受けたためであると考えられる。 

 次に，図 8(b)に示す等方動的載荷試験における Case A

と Case B の応力振幅の違いに着目すると，応力振幅が大

きいほど振動中の変位の増減幅は大きく，動的載荷後の塑

性変形量も大きいことがわかる。ただし，K0動的載荷試験

と異なり，急激に変位が増加する疲労破壊現象は確認され

なかった。これは，等方応力条件下で繰返し荷重を作用さ

せたためで，せん断応力が発生しないことが原因と考えら

れる。また，Case A と Case C の初期圧密応力の違いに着

目すると，圧密応力が大きいほど振動中の変位の増減幅が

小さく，振動後の塑性変形量も小さいことがわかる。 

 図 9 に静的・動的載荷試験前後における試料の内部組織

を磁率異方性（AMS）測定により検討した結果を示す。こ

れより，荷重載荷前の試料は堆積過程の影響を受け，面構

造が既に発達しいているが，応力条件下によらず静的・動

的荷重は未固結シルト岩の AMS 変化に寄与していないと

言える。 
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図 8 動的載荷試験結果（鉛直変位～振動回数関係）；(a)K0条件，

(b)等方応力条件 
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図 9 帯磁率異方性測定結果；(a)試験前，(b)試験後 

 

5. まとめ 

 

 本研究で提案するデコルマ形成メカニズムの仮説を検

証するために，その初期段階として未固結シルト岩を用い

た予備試験を実施した。その結果，全試験ケースにおいて

動的載荷を受けると塑性変形するにも関わらず，内部組織

の状態を表す指標の一つである AMS に変化は見られなか

った。さらに，K0条件下における動的載荷試験では，動的

載荷中に金属の疲労破壊に似た現象が発生し，急激な変位

増大が見られた。これは，内部組織を保持したまま急激な

密度増加を意味し，自然のデコルマから類推される力学特

性と全く同じである。言い換えれば，堆積物試料が地震等

の動的外力を受ける場合は内部組織を保持したまま大圧

縮するという自然のデコルマと同様の現象を見い出した。

よって，本研究で提案する試験装置，および試験方法によ

り，デコルマの形成メカニズムを解明する糸口を見つける

可能性が示された。ただし，今回は試料が初期に有する異

方性が大きく，動的載荷過程で発生した変位量が極めて小

さいために，AMS に変化が生じなかった可能性も考えら

れる。今後は異方性を有していない再構成の藤森粘土を作

製し，圧密量および初期異方性をコントロールした試料を

用いて載荷試験を実施し，仮説の検証を継続する。 
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小径倍圧型水圧ピストンサンプラーの硬質地盤に対する適用性 
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概   要 

小径倍圧型水圧ピストンサンプラーの粘性土と砂質土地盤への適用性の検討が継続的に行われ，幅広い

塑性や強度を有する高有機質土，沖積粘土，洪積粘土，沖積砂に対して高品質な試料が採取できることが

明らかにされてきた。これらの実績から，このサンプラーは，2012年のサンプリング基準の改訂で，同じ

単管構造の水圧式サンプラー（JGS 1221-2012）を満足するサンプラーとして同基準に組み込まれた。小径

倍圧型水圧ピストンサンプラーの最大の利点は，66mm のボーリング孔径から，粘性土や砂質土を高品質

で採取できることにある。さらに，水圧式であることから，二重管（JGS 1222-2012）と三重管（JGS 1223-2012）

サンプラーに比べ採取試料の品質がオペレータの技術力に依存しないことも大きな利点である。 

本稿では，従来の著者らの結果に硬質粘性土と密な砂質土に対する結果を統合して，国内外 41箇所の堆

積地から採取した沖・洪積粘土，高有機質土，第三紀粘土，砂質土地盤に対する小径倍圧型水圧ピストン

サンプラーの適用性を検討する。 

 

キーワード：小径倍圧サンプラー，硬質土，試料の乱れ，一軸圧縮強さ，圧密降伏応力，体積ひずみ 

 

 

1. はじめに 

 

小径倍圧型水圧ピストンサンプラーの粘性土と砂質土

地盤への適用性の検討が継続的に行われ，幅広い塑性や強

度を有する高有機質土，沖積粘土，洪積粘土，沖積砂に対

して高品質な試料が採取できることが明らかにされてき

た 1～5)。これらの実績から，このサンプラーは，2012年の

サンプリング基準の改訂で，同じ単管構造の水圧式サンプ

ラー（JGS 1221-2012）を満足するサンプラーとして同基

準に組み込まれた。小径倍圧型水圧ピストンサンプラーの

最大の利点は，66mmのボーリング孔径から，粘性土や砂

質土を高品質で採取できることにある。さらに，水圧式で

あることから，二重管（JGS 1221-2012）と三重管（JGS 

1223-2012）サンプラーに比べ採取試料の品質がオペレー

タの技術力に依存しないことも大きな利点である。 

本稿では，従来の著者らの結果に硬質粘性土と密な砂質

土に対する結果を統合して，国内外 41 箇所の堆積地から

採取した沖・洪積粘土，高有機質土，第三紀粘土，砂質土

地盤に対する小径倍圧型水圧ピストンサンプラー（試料径

によって 45-mm，50-mmと略記）の適用性を検討する。 

その結果，qu=8～1415kN/m2の沖・洪積粘土や第三紀粘

土に加え，標準貫入試験（SPT）による N値が 3～54の砂

質土に対しても二重管サンプラー（JGS 1222）や三重管サ

ンプラー（JGS 1223）と同等以上の品質で試料が採取でき

ることを示す。また，JGS 1221, 1222, 1223が対象とする粘

性土，砂質土のサンプリング方法の統一化に向けた考察を

行う。 

 

2. 試料採取地と地盤概況 

 

図-1と表-1は，45-mmと 50-mmで採取した試料の採取

地と採取土の土質特性をまとめている。イタリア 6)と韓国
7)を含む国内外の 41堆積地の塑性指数 Ipが 7～370，quが 8

～1415kN/m2，圧密降伏応力 σpが 17～2118kN/m2の高有機

質土を含む粘性土と N=3～54の砂質土である。 

表-1 の出典のない採取地が本稿で新規に扱う 22 試料で

あるが，出典を示した 19試料の結果も統合して検討する。 

 

3. 地盤強度と試料採取長の関係 

 

表-1に示した各堆積地から 45-mmと 50-mmで採取した

粘性土の試料採取長 lと quの関係を図-2に示す。また，同

様に砂質土の lと Nの関係を図-3に示す。45-mmと 50-mm 

の試料径はそれぞれ 45mmと 50mmであり，最大採取長は 
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イタリア

日本

Busan new port

Pisa

小樽(銭函)※

秋田(八郎潟)
新潟(北区)※

新潟(中央区)※

新潟(西区)※

新潟(佐渡)

新潟(大河津)※

新潟(秋葉区)

新潟(田上)

新潟(柏崎)
新潟(上越)

愛知(名古屋，一宮，長久手)

愛知(弥富，四日市，鈴鹿)

愛知(豊田，刈谷)

静岡(静岡)

静岡(浜松)

大阪(堺)

大阪(福島区)

佐賀(有明)

岡山(笠岡) 千葉(佐倉)

茨城(岩井)

茨城(水戸)

※砂・砂質土のサンプリング

韓国

新潟(刈羽)※

富山(五十里)※

群馬(吾妻)

新潟(長岡)

図-1 小径倍圧型水圧ピストンサンプラーによる試料採取地 

表-1 小径倍圧型水圧ピストンサンプラーで採取した試料の土質特性 

（a）粘性土地盤

No. 採取対象土 N値
w n

(%)

w L

(%)

w p

(%)
I p

ρ t

(g/cm
3
)

q u,

σ a－σ r

(kN/m
2
)

σ 'v0

(kN/m
2
)

σ p

(kN/m
2
)

OCR

(σ p/σ 'v0)
サンプラー

1 秋田 八郎潟5) 138～170 84～110 1.24～1.31 38～46 50～67 34～52 0.7～1.0 45-mm

2 中央区 20～43 33～39 48～55 28～30 20～26 1.72～1.87 748～1176 623～1174 1093～1312 1.3～2.1

3 秋葉区 25 43 54 31 23 1.74 453 398 782 2.0

4 田上 3 48～51 1.68～1.72 162～167 143～170

5 長岡 3～5 42～150 25～130 1.25～1.76 98～234 27～68 45&50-mm, Cone
※

6 柏崎 0～2 66～86 1.47～1.57 84 57～109 138～142 1.3～2.4

7 上越 9～10 45～46 71 33 38 1.67～1.72 152～304 348 497 1.4

8 水戸5) 57～72 32～41 1.52～1.67 75～125 87～123 45-mm

9 岩井5), 8) 0 84～147 67～103 34～61 1.34～1.52 8～26 18 37 2.1 45-mm，Cone
※

10 千葉 佐倉5) 107～114 49～59 1.44～1.48 53～78 74～101 45-mm

11 愛知 一宮 1 57 54 32 22 1.30 98～107 47 286 6.1

12 岡山 笠岡5) 96 72 1.47 24～25 34

13 佐賀 有明5) 110～135 90～115 44～47 49～68 1.40 25～48 39～52 33～63 0.9～1.2

14 韓国 Busan new port
7) 55～71 60～87 32～54 59～129 59～176 85～156 0.9～1.4

15 イタリア Pisa
6) 40～61 55～94 20～29 35～71 1.64～1.80 83～226 104～169 152～400 1.4～2.6 45&50-mm

16 新潟 佐渡 8～17 48～60 71～85 39～46 32～42 1.57～1.67 609～907 81～98 1220～2118 12.5～24.4 50-mm

17 水戸5) 47～62 28～32 1.57～1.71 202～355 340～371 45-mm

18 岩井5), 8) 7～8 74～89 58～60 1.45～1.53 291～536 67 644 9.6 45-mm，Cone
※

19 静岡 23 33 55 26 29 1.83 575～604 480 1388 2.9

20 浜松 14 33 1.88 213～264 332 835 2.5

21 豊田 13 27 1.95 250 867 3.5

22 刈谷 22 40 1.79 619 310 1451 4.7

23 名古屋5) 47～52 41～52 1.65～1.75 520～604 355～448

24 名古屋 5～15 18～53 23～69 16～30 7～43 1.69～2.11 61～428 145～295 511～1424 1.7～7.6

25 弥富 5～8 52～59 63～76 28～31 36～45 1.64～1.69 361～530 215～412 635～739 1.6～3.0

26 四日市 6～11 23～65 1.60～2.03 384 1379 3.6

27 堺 6～20 87～527

28 福島区(Ma12)
 9) 63～73 75～118 31～44 44～78 1.58～1.60 362～585 324～346 612～719 1.8～2.1 45-mm，Cone

※

29 イタリア Pisa
6) 25～40 30～70 14～19 12～50 1.75～1.99 56～387 176～341 280～590 1.2～2.9 45，50-mm

30 12～36 29～41 35～79 21～26 12～58 1.79～1.91 248～578

31 15～21 32～46 1.72～1.86 164～275 910～1424 5.2～5.6

32 長久手 8 22 2.03 128～149

33 鈴鹿 24 28 54 25 29 1.93 737～1415

34 茨城 岩井5), 8) 高有機質土 0 397～618 226～370 1.09～1.18 23～33 14 21～25 1.2～1.4 45&50-mm，Cone
※

35 群馬 吾妻10) ダム堤体(関東ローム) 100～150 36～47 1.25～1.45 35～ 199 Cone
※

※ コーン機能を有する小径倍圧型水圧ピストンサンプラー11)

名古屋

愛知

大阪

採取地

沖積粘土
茨城

新潟

50-mm

50-mm

愛知 第三紀粘土 45-mm

45-mm

洪積粘土

茨城

静岡

45-mm

（b）砂質土地盤

No. 採取対象土 N値
σ 'v0

(kN/m
2
)

N 1

F c

(%)

D 50

(mm)
U c U 'c

D r

(%)
R L20

G 0

(MN/m
2
)

サンプラー

1 小樽 銭函 埋立砂 7～10 39～62 11～13 5.5～13.1 0.14～0.15 1.7～5.9 1.1～3.1 4.3～58.7 0.20～0.21

2 北区3) 16～27 50～155 16～33 0.8～1.8 0.24～0.36 1.6～3.1 0.9～1.0 13.9～68.7 0.14～0.29 26.4～43.5

3 中央区4) 8～54 35～124 13～50 0.6～6.8 0.24～0.34 1.5～2.2 1.0～1.2 50.0～70.0 0.22～0.28 35.0～96.0 45, 50-mm

4 西区12) 31～50 88～128 33～49 1.4～6.6 0.19～0.25 1.7～2.0 1.0～1.1 73.7～81.0 0.19～0.25 47.6～58.6

5 大河津13) 3 39.2 4.7 32.0 0.13 8.8 4.0 0.24

6 刈羽 7～19 75～108 8.2～18.1 1.6～3.0 0.28～0.30 1.9 1.0～1.1 0.12～0.14 50-mm

採取地

新潟 沖積砂

50-mm

50-mm
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それぞれ 50cmと 73.5cmである。粘性土地盤では，ボーリ

ングマシンや仮設足場を反力(2～3ton 程度)にして採取し

ており，45-mmは qu≦510kN/m2で，50-mmは qu≦519kN/m2

で最大採取長に近い l の試料が採取できている。また，

45-mm では qu=1415kN/m2，50-mm では qu=907kN/m2の地

盤に対して最大採取長のそれぞれ 60%と 75%の試料が採

取できている。砂質土地盤に対しては，Nとチューブ貫入

力の関係 14)から必要な反力を推定して試料を採取してい

るが，45-mmと 50-mm共に N≦50～54の砂地盤であって

も最大採取長に近い試料が採取できている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-2 試料採取長と一軸圧縮強さの関係（粘性土地盤） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4. 採取試料の強度・圧密特性と品質 

 

45-mm と 50-mm で採取した洪積と第三紀粘土の代表的

な試料に対する圧縮応力 σと圧縮ひずみ εの関係を図-4に 

 

 

 

 

 

 

 

 

(a)  洪積粘土        (b) 第三紀粘土 

図-4 圧縮応力と圧縮ひずみの関係 

示す。同図は，複数の堆積地の結果を集約しているため，

quの差はあるが，破壊ひずみ εfは概ね 3%以下であり，品

質の良い試料が採取できていることが分かる。 

図-5 は，表-1 の各堆積地から得た一軸圧縮試験による

quと三軸圧縮試験（uu）による主応力差（σa－σr）を N に

対してプロットしている。図中の直線は，総てのプロット

に対する回帰直線であり，rは相関係数である。 

我が国の港湾地域および内陸部の沖・洪積粘性土におけ

る範囲（qu=0.025N～0.05N）15)をハッチで示しているが，

このハッチを外れる N≒5～10 のプロット（◆）は，従来

の品質を超える試料が採取出来ているとも解釈できる。回

帰式はハッチの下部に位置している。 

図-6は，一軸と三軸（uu）の強度試験と標準圧密試験を

同時に実施した試料に対する σpと粘着力 c の関係である。

また，図中の直線と rは図-5と同様に求めている。プロッ

ト数は多くはないが，σpと cの間には正の関係がある。こ

れらのプロットの多くは，濃尾平野から採取した試料から

得ており，同地域で従来から知られている関係（σp≒3c～

6c）16)の範囲にあり，回帰式の係数である 3.84は，これら

の関係の平均値である。 

 図-7は，高有機質土，沖・洪積粘土，第三紀粘土から採

取した試料に対する標準圧密試験結果から得た体積ひず

み εvo
2)と過圧密比 OCR の関係である。εvoは乱れに対する

試料の品質を示す指標になる 2)が，OCRが大きくなるとこ

の値は小さくなる。本研究で得た 45-mmと 50-mmによる

試料（●）の εvoは，既往の結果
6),11)と同様に，Lacasseと

Berre17)や従来の我が国の品質の良好な採取試料の結果 2)

の範囲内にあり，45-mm と 50-mm は品質の良好な試料が

採取できていることがわかる。なお，45-mm と 50-mm で

採取した砂質土の品質については，新潟北区（東港）3)， 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-5 圧縮強さと Nの関係 
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図-7 体積ひずみと過圧密比の関係 

 

新潟中央区（女池）4)，新潟西区（中権寺）12)の結果から，

三重管サンプラーと同等以上の品質であることを確認し

ている。 

小径倍圧型水圧ピストンサンプラーは， qu=8～

1415kN/m2の高有機質土，沖・洪積粘土，第三紀粘土や N=3

～54 の砂質土が高品質で採取できることを示した。同サ

ンプラーによる採取試料径は，45mm と 50mm であるが，

直径 d15mm，高さ h35mmの一軸供試体や d30mm，h10mm

の圧密供試体は，標準寸法の供試体と同等の強度・圧密特

性を与え 1),18)，これらの寸法は，当該 JIS でも認められて

いる。また，50-mm は 73.5cm の試料長が採取できること

から，繰返し三軸試験や変形試験も行える 3),4)。さらに，

同サンプラーによる試料採取は，イタリアや韓国を含めて

国内外の 41 地点の幅広い地域の地盤を対象に実施してい

るが，これらの地盤は，本稿で新規に扱った 22 試料のよ

うな二重管サンプラーや三重管サンプラーが対象とする

硬質粘性土や密な砂質土も含まれている。したがって，小

径倍圧型水圧ピストンサンプラーは，JGS 1221, 1222, 1223

による単管，二重管，三重管サンプラーが対象とする粘性

土，砂質土も採取できることになる。また，水圧式である

ことから，採取試料の品質がオペレータの技術力に依存し

ない利点がある。このことは，試料採取の低廉化や仕様書

の単純化の効果も大きい。 

 

5. おわりに 

 

小径倍圧型水圧ピストンサンプラーは，2012 年のサン

プリング基準の改訂で，同じ単管構造の JGS 1221 の基準

を満たすサンプラーに組み込まれた。サンプリング基準は，

サンプラーの構造で分類され，適用地盤を定めているが，

単管式である小径倍圧型水圧ピストンサンプラーで二重

管と三重管サンプラーが対象とする硬質粘性土や密な砂

質土が高品質で採取できることが示された。このことは，

対象地盤に応じてサンプリング方法を規定するなど，サン

プリング方法の統一化への道も拓かれることを意味する。 
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非破壊分析の適用による土壌中の重金属移動と不溶化メカニズムの解明 

Lead transport and immobilization mechanism in lead-contaminated soil  

applying the non-destructive analysis 
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概   要 

不溶化処理は重金属の移動を抑制することが目的であるが，そのためには資材との反応による重金属不溶

態の形成が不可欠である．しかし，実土壌中での重金属移動と資材との不溶化メカニズムの関係は未知で

ある．本研究では，鉛の移動性が異なる模擬汚染土を用いて，不飽和状態での水分移動を介した Pb 移動を

評価した．加えて，リン資材の混和による Pb 移動の抑制量を評価するとともに，Pb 不溶態である緑鉛鉱

の形成量を X 線回折法による非破壊分析で定量した．Pb の移動性が高い土壌ほど緑鉛鉱の形成量が多く，

資材添加で抑制された Pb 移動量は全て緑鉛鉱の形成によって説明された．以上のことから，Pb は溶解，

移動する過程で資材と反応し緑鉛鉱が形成されることが明らかとなった．実汚染土壌でも資材が十分に混

和されていれば，重金属の移動性が異なる土壌であっても，雨水等の浸透が生じ，重金属不溶態が形成さ

れ，それ以上の移動が抑制されることが示唆された． 

 

キーワード：重金属，不溶態形成，不飽和条件，X 線回折，緑鉛鉱 

 

 

1. はじめに 

 

土壌中の重金属は，結晶や溶存イオンもしくは酸化鉱物

や有機物との収着態として存在し，不飽和条件での水分移

動を介して溶解，沈殿，収着，脱着，コロイド輸送を繰り

返して移動する 1), 2)．これにより，重金属は浸透拡散し，

地下水や周辺河川へ浸出する危険性が高まる．そのため，

重金属に汚染された土壌では，地下水経由で重金属が人体

に摂取されることを防ぐため，汚染土壌の掘削除去，遮水

工による重金属移動の未然防止，矢板や地中壁による重金

属移動の経路遮断などの対策がとられる．なかでも，重金

属の不溶化処理は，土壌への資材混和のみで重金属の移動

性を低減できるため，他の対策よりも安価かつ簡便である． 

不溶化処理による重金属の移動抑制の主要なメカニズ

ムは，混和された資材と重金属の不溶化反応である．すな

わち，土壌中での水分移動を介し移動した重金属が，混和

された資材粒子と接触・反応し，溶解性の低い重金属形態

（不溶態）に変換されることで，それ以上の移動が抑制さ

れる反応を指す．そのため，不溶化処理において不溶態を

同定し，定量することは，重金属の移動が抑制されたこと

の裏付けとなり，処理の信頼性向上につながる． 

重金属の地下水浸出の危険性は，環境省告示第 18 号に

準拠した，固液比 1:10 での振とう操作により土壌から純

水に移行した重金属量（溶出量）で評価される．不溶化処

理の重金属の移動の抑制効果も，この溶出試験に基づき，

資材無しと資材有りの汚染土壌の溶出量を比較すること

で推定される．ところが，溶出試験では，飽和条件かつ土

壌から純水への重金属の移行が平衡状態で再現される．実

際の汚染土壌では，不飽和条件が一般的で，重金属の水へ

の移行も平衡状態に達するとは限らない 3), 4)．そのため，

溶出試験後の不溶化土壌で不溶態の形成を確認しても，実

際の汚染土壌で同様に不溶態が形成される確証はない． 

また，不溶化処理における不溶態の同定と定量は，土壌

からの重金属の抽出操作を伴う手法（逐次抽出法）が一般

的である．しかし，逐次抽出法は，不溶態を相対的に同定，

定量する手法であり 5), 6)，かつ抽出操作によって水分移動

を過大に模擬してしまうため 7)，不飽和条件の土壌中での

重金属不溶態の形成を正確に評価できない． 

そのため，不飽和条件の土壌中で移動した重金属が，資

材と接触し，どの程度が不溶態へ変化し，どの程度の移動

が抑制されるか明らかにした例はこれまでに存在せず，実

土壌中における重金属の移動と不溶化メカニズムの関係

は未知である．前述のとおり，土壌中で重金属は様々な形

態で存在するとともに，様々な反応が生じている．その結

果として，土壌中での重金属の移動性が決まる．そのため，

重金属の移動性は土壌中の構成物質量や重金属形態によ

って大きく異なる．したがって，重金属移動性が異なる土

壌で重金属移動と不溶化メカニズムとの関係を明らかに

できれば，不溶化処理を適用できる土壌中での重金属移動

性の程度を明確化できる．加えて，汚染土壌に資材を混和
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するだけでも，雨水等の浸透が生じることで，重金属が移

動し資材と反応，不溶態へ変化しそれ以上の移動を抑制で

き，地下水への浸出を防ぐことができる確証となる． 

そこで，本研究では土壌の有機物，酸化鉱物量を変える

ことによって重金属収着能の異なる 3 種類の土壌を調整

した．これに重金属の中でも汚染例が最も多い鉛（Pb）添

加することで，Pb の移動性が異なる土壌を模擬した．そ

して，不飽和条件の水分移動を再現した物質移動試験によ

って，実際の土壌に近い条件で Pb の移動性と資材添加に

よる Pb 移動の抑制を評価した．加えて，重金属不溶態を

非破壊で直接的に同定できるⅩ線回折法を用い，物質移動

試験後の土壌中の重金属不溶態量を定量した．これらの実

験によって，不飽和条件の土壌中で移動した重金属が，資

材混和により不溶態に変化した量と移動が抑制された量

を関連づけ，土壌中での重金属移動と不溶化メカニズムの

関係解明を図った． 

 

2. 実験方法 

 

2.1 供試土壌の作成 

実験に際し，構成物質量が異なる 3 種類の土壌を準備し

た．市販の黒土を風乾後，2mm 以下に篩別し，土壌 A と

した．土壌 A と次亜塩素酸ナトリウムを混合し（固液比

1:2，pH9.5），80℃で湯煎しながら 15 分間振とうさせた（酸

化処理）．その後，遠心分離して土壌のみを回収した．同

様の酸化処理をさらに 4 回行った後，土壌を純水で洗浄し，

pH5 に調整，乾燥させた．乾燥後，2mm 以下としたもの

を土壌 B として用いた．次亜塩素酸による酸化処理は，土

壌有機物が酸化分解することによる全炭素量の低減を狙

った操作である．土壌 A と 0.2M シュウ酸アンモニウム

+0.2M シュウ酸緩衝液を混合し（固液比 1:25，pH3），遮

光して 4 時間振とうした．遠心分離し，土壌のみを回収し

た．さらに，回収した土壌と 0.1M アスコルビン酸を含ん

だ 0.2M シュウ酸アンモニウム+0.2M シュウ酸緩衝液を

再度混合し（固液比 1:25，pH3），遮光したまま 80℃で湯

煎しながら 30 分間振とうさせた（還元処理）．処理後の土

壌を純水で洗浄し，pH5 に調整，乾燥させた．乾燥後，2mm

以下としたものを土壌 C として用いた．シュウ酸緩衝液お

よびアスコルビン酸による還元処理は，Fe，Mn，Al など

の晶質・非晶質酸化鉱物が還元溶解することによる酸化鉱

物元素全量の低減を狙った操作である． 

 

2.2 供試土壌の化学性と収着能の分析 

供試土壌の化学性として，全炭素量と元素全量を測定し

た．全炭素量は有機微量元素分析装置（株式会社ジェイ・

サイエンス・ラボ マイクロコーダーJM10）にて測定し

た．供試土壌中の元素全量は，供試土壌を 14.5M 硝酸，12M

塩酸と混合，マイクロ波加熱分解システム（CEM 

MDS-2000）にて 600W で 10 分間分解処理し，ICP-AES（堀

場製作所 ULTEMA2）にて分解液中の Fe，Mn，Al，Ca，

Mg の濃度を測定することで求めた． 

供試土壌の Pb 収着能は，収着試験を行い評価した．供

試土壌と pH5 に調整した硝酸鉛溶液（2–1250mg-Pb/L）を

固液比 1:100 で 24 時間振とう，平衡後の溶液中の Pb 濃度

を ICP-AES にて測定し，Pb 初期濃度との差を求めること

で Pb 収着量を求めた．Pb 平衡濃度と Pb 収着量から与え

られる Pb 収着等温線を Langmuir 式(式(1))に当てはめ解析

を行い，供試土壌の Pb 収着能を評価した． 

maxmax

max 11

1 QK
C

QQ

C

CK

CQK
Q

LL

L
+=⇔

+
=

       (1) 

ここで，Q は収着量(mg/g)，C は平衡濃度(mg/L)，Qmax

は Langmuir 式の最大収着量(mg/g)，KL は Langmuir 定数

(L/mg)を示す． 

 

2.3 供試資材の作成 

 不溶化資材には，Pb の不溶態である緑鉛鉱を形成し，

実土壌での不溶化実績も多い水酸アパタイトと 8), 9)，Pb を

はじめとした多くの重金属類の不溶化に効果のある非晶

質鉄酸化物を用いた 10), 11)．水酸アパタイトは，窯業から

排出される廃石膏と肥料のリン酸水素二アンモニウムか

ら合成した 12)．非晶質鉄酸化物は硝酸鉄(Ⅲ)九水和物溶液

を中和し析出させた 13)．水酸アパタイトと非晶質鉄酸化物

は，粒径 0.425 mm 以下とし，質量比 9:1 で混合させ，使

用した． 

 

2.4 模擬汚染土の作成 

3 種類の供試土壌に対し，それぞれ塩化鉛を Pb 源

（50000mg-Pb/kg）として添加し，模擬汚染土を作成した．

さらに，添加した Pb 源を土壌に収着させるため，土壌の

水分量を最大容水量の 60%に調整し 2 週間，25℃で静置し

た．その後乾燥させ，使用した．模擬汚染土に対し，質量

比 10%の資材を添加した資材添加区，資材を添加しなかっ

た無添加区をそれぞれ 3 反復ずつ設けた． 

 

2.5 不飽和条件での水分移動を再現した物質移動試験 

図 1 には不飽和状態での水分移動を再現した物質移動

試験の模式図を示した．試験には底部に 25 個の潅水孔が

あり，下から汚染土層，吸着層，未汚染土層の 3 層構造を

有するポットを使用した．吸着層は汚染土層から移動した

Pb 量を評価するため設けた．土壌の流出を防ぐため汚染

土層の底部には，けい砂を 50g 充填した．その後，汚染土

層に無添加区もしくは資材添加区の土壌を 65g，吸着層に

Pb を吸着できる資材を 4.7g，未汚染土層に黒土を 100g 充

填した．ポット内の土壌の水分量は飽和度が 60%となるよ

う調整した．未汚染土層の表層から 10cm の高さに 40W の

植物栽培用蛍光灯 6 本を常時点灯させた．室温 25℃でポ

ットを静置し，潅水は数日ごとに前潅水直後の重量からの

減量分をポット下部から加えた．総潅水量が 1 か月の降水

量に相当する面積当たり 170mm に達した後，土壌を層ご

とに分離しそれぞれ風乾した． 
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図 1 ポットでの不飽和水分移動を再現した物質移動試験 

 

表 1 供試土壌の化学性 

供試 

土壌 

全炭素

量 

元素全量 

Fe Mn Al Ca Mg 

(g/kg) (mg/kg) 

土壌 A 57 38200 722 65500 1500 2720 

土壌 B 11 39600 800 69600 1630 2660 

土壌 C 50 20000 369 14300 2100 2840 

 

表 2 供試土壌の Pb 収着に関する Langmuir モデル係数値 

供試土壌 

Langmuir 収着モデル係数値 

最大収着量 Langmuir定数 決定定数 

Qmax (mg/g) KL (L/mg) R2 ( - ) 

土壌 A 14.9 0.0328 0.998 

土壌 B 16.6 0.0204 0.984 

土壌 C 24.2 0.0799 0.999 

 

無添加区 資材添加区
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図 2 物質移動試験後の吸着層と汚染土層中の Pb の存在割合 

 

2.6 試験後の吸着層と汚染土層中の Pbの存在割合 

試験後の吸着層の資材と汚染土層の土壌は，14.5M 硝酸，

12M 塩酸と混合し，マイクロ波加熱分解システムにて 600 

W で 10 分間分解処理にかけた．分解液中の Pb 濃度を

ICP-AES にて定量し，それぞれの Pb 全量を求めた．資材

の Pb 全量は，吸着層の資材重量を乗じ，汚染土層の汚染

土重量で除することで，汚染土重量当たりの Pb 移動量に

換算した．それぞれ，模擬汚染土に添加した Pb 全量との

比をとり，吸着層と汚染土層中の Pb の存在割合を求めた． 

 

2.7 X 線回折法による汚染土層中の緑鉛鉱の定量 

試験後の汚染土層中の土壌は不溶態 Pb の形成量を定量

するため，内標準物質として 20%のアルミナを加えて，粉

砕した 14)．調整した試料を X 線回折装置（リガク 

UltimaIV）にて結晶構造を分析し，緑鉛鉱のピーク範囲

（29.46°–30.00°）とアルミナのピーク範囲（52.00°

–52.90°）の最大ピーク強度の比を算出した．緑鉛鉱/アル

ミナピーク最大ピーク強度比と緑鉛鉱 Pb 濃度の検量線の

関係式を用いて，算出した最大ピーク強度比から試料中の

緑鉛鉱濃度を定量した． 

 

3. 実験結果 

 

3.1 供試土壌の化学性と Pb収着能 

表 1 に供試土壌の化学性を示した．土壌 A は 5%以上の

炭素を含有し，かつ Fe や Al などの酸化鉱物元素の合計も

5%以上であった．他方，土壌 B は酸化処理を行ったこと

で，全炭素量が土壌 A の 1/5 以下に減少した．Fe，Mn，

Al の全量は変化なかった．一方，土壌 C は，還元処理を

行ったことで Fe と Mn の全量が土壌 A の半分，Al の全量

は 1/4 以下に減少した．全炭素量と Ca や Mg などの全量

は変化なかった． 

表 2 に供試土壌の Pb 収着等温線の Langmuir 式との近似

から求められた諸係数値を示した．算出された，Pb 最大

収着量は土壌 C が最も多く，次いで土壌 B，土壌 A の順

であった．また，収着質と収着媒の収着強度を示す

Langmuir 定数も，土壌 C が最大であった． 

 

3.2 不飽和状態での水分移動による各模擬汚染土の Pb

移動量と資材による移動の抑制 

図 2 には試験後の吸着層と汚染土層中の Pb の存在割合

を示した．いずれの処理土でも，吸着層と汚染土層中に存

在した Pb の割合の和はおおよそ 100%となり，試験前後の

Pb の移動はこの 2 層で説明可能であることが確認された．

試験後の吸着層に存在した Pb の割合（Pb 移動率）は，無

添加区では土壌 A，土壌 B，土壌 C の順で多く，それぞれ

45.0%，24.2%，4.1%であった．一方，資材添加区の Pb 移

動率はそれぞれ 0.9%，1.1%，0.2%であり，いずれの模擬

汚染土でも資材添加により Pb の移動が抑制された． 

 

3.3 供試土壌を使用した模擬汚染土における不溶態形

成とその割合 

各模擬汚染土の資材添加区の試験前後の X 線回折結晶

構造を図 3 に示した．試験前のいずれの模擬汚染土も，鉛

化合物は塩化鉛（PbCl2）のみが同定された．しかし，試

験後の模擬汚染土からはいずれも，塩化鉛は同定されず， 
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表 3 物質移動試験後の資材添加区模擬汚染土の緑鉛鉱定量値 

資材添加区

模擬汚染土 

緑鉛鉱/アルミナ

最大ピーク強度比 

緑鉛鉱 Pb の

定量値 

Pb 全量に対する

緑鉛鉱 Pb の割合 

( - ) (mg-Pb/kg) (%) 

土壌 A 0.993 24000 48.0 

土壌 B 0.984 23000 46.0 

土壌 C 0.502 5000 10.0 

 

Pb 不溶態である緑鉛鉱（Pb5(PO4)3OH）のみが同定された．

特に，緑鉛鉱の固有回折ピーク（29.46°–30.00°）は試験

後の土壌 A と土壌 B において明瞭に確認された．表 3 に

は，各模擬汚染土の X 線回折の結果から算出された緑鉛

鉱/アルミナ最大ピーク強度比とそれから算出した緑鉛鉱

Pb の定量値，および Pb 全量に対する緑鉛鉱 Pb の割合を

示した．算出された緑鉛鉱/アルミナ最大ピーク強度比は

土壌 A，土壌 B，土壌 C の順に大きく，緑鉛鉱として存在

する Pb 量はそれぞれ 24000mg-Pb/kg，23000mg-Pb/kg，

5000mg-Pb/kg と定量され，それぞれ添加された Pb 量の

48%，46%，10%に相当した（緑鉛鉱形成率）． 

 

4. 考察 

 

4.1 土壌への Pb 収着による不飽和水分移動を介した

Pb移動性の違い 

供試土壌への Pb の最大収着量や収着強度は，土壌 A，

土壌 B，土壌 C でそれぞれ異なり，どちらの値も酸化鉱物

が少ない土壌 C で最大であった．土壌に含有される，酸化

鉱物や有機物は，表面の官能基へ重金属を収着することが

知られ 15), 16)，さらに酸化鉱物と有機物の一部は，互いに

収着した複合態として土壌中で存在している 17)．そのため，

酸化処理，還元処理によって土壌に存在していた有機物も

しくは酸化鉱物が除去され，複合態の形成に使われていた

収着サイトが空席となることで，各供試土壌の Pb 収着能

に違いが生じたと考えられた．Pb 最大収着量は，土壌 C，

土壌 B，土壌 A の順で高かったが，それに対応し土壌 C

で Pb 移動率が最も低く，土壌 C で最も高かった．したが

って，Pb 収着能が高いほど，不飽和水分移動を介した土壌

からの Pb 移動は，Pb の移動が抑制されることが示された． 

 

4.2 不飽和水分移動によるPbの移動と不溶態形成のメ

カニズム 

土壌 A，土壌 B，土壌 C の試験後の資材添加区の Pb 移

動率は，無添加区よりもそれぞれ，44.1%，23.2%，3.9%

低く，無添加区において Pb 移動率が高い土壌ほど，多く

の Pb 移動が抑制された． 

X 線回折結晶構造解析では，試験後の資材添加区の模擬

汚染土から塩化鉛は同定されず，緑鉛鉱のみが代わって同

定された．試験前の資材添加区の模擬汚染土からはいずれ

も塩化鉛のみが同定されていることから，Pb の不溶化処

理では、資材を混和するだけでは Pb 不溶態が形成されず

安定ではないことが確認された．しかし，各模擬汚染土に

存在していた塩化鉛は，不飽和水分移動によって溶解，移

動し，混和された資材と反応することで Pb 不溶態である

緑鉛鉱に変化したことが示された．また，試験後の資材添

加区の模擬汚染土から定量された，緑鉛鉱形成率は，土壌

A，土壌 B，土壌 C でそれぞれ，48%，46%，10%であり

無添加区において Pb 移動率が高い土壌ほど，多くの緑鉛

鉱が形成された．Pb の移動性が高い土壌は，Pb が資材と

接触・反応する機会も多いため，緑鉛鉱形成率が高かった

と推察される． 

さらに，Pb 移動性が異なるいずれの土壌でも緑鉛鉱形

成率は，無添加区と資材添加区の間での Pb 移動率の違い

を上回っていた．したがって，本研究で確認された資材混

和による Pb 移動の抑制は，全て Pb 不溶態の形成によって
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図 3 物質移動試験前後の資材添加区模擬汚染土の結晶構造 
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説明できると考えられた．中でも，土壌 B の緑鉛鉱形成率

は，無添加区と資材添加区で低減された Pb 移動率の 2 倍

に相当した．土壌 B は，土壌 A と比べ全炭素量が少ない

ため，Pbは酸化鉱物に多く収着されていると推察される．

著者らの研究では，リン資材と Pb の不溶態形成は，酸化

鉱物への収着よりも優先的に反応することが示唆されて

おり 18), 19)，土壌 B でも酸化物収着態 Pb が資材添加によっ

て緑鉛鉱に変換されたために，土壌 B でも緑鉛鉱形成率が

高かったと考えられる． 

以上のことから，Pb の不溶化処理では，資材を混和す

るのみでは Pb 不溶態が形成されないことが確認された．

しかし，不飽和水分移動を介して Pb が一旦溶解，移動す

る過程で資材と接触し，緑鉛鉱が形成される．また，構成

成分によって土壌の Pb の収着能は異なり，Pb の移動性に

も違いがあるが，その Pb 移動のほとんどが緑鉛鉱に変換

され，抑制されることが，本研究によって示された．この

ことは，資材が十分に混和されていれば，雨水等の浸透が

生じても Pb の系外への拡散を安定的に防止できることを

示唆する． 

 

5. まとめ 

 

本研究では，Pb 収着能の異なる 3 種類の土壌を調整し，

Pb の移動性が異なる土壌を模擬した．そして，不飽和条

件の水分移動を再現した物質移動試験によって，Pb の移

動性と資材添加による Pb 移動の抑制を評価した．さらに，

X 線回折法を用い，物質移動試験後の土壌中の重金属不溶

態量を定量した．これらの実験によって，不飽和条件の土

壌中での重金属移動と不溶化メカニズムの関係解明を図

った．得られた知見を以下に示す． 

1) 土壌の Pb 収着能によって，不飽和水分移動を介した

Pb の移動性は異なった． 

2) 不飽和水分移動によって汚染土層から吸着層へ移動し

た Pb 量（Pb 移動率）は，Pb 収着能が高い土壌ほど少

なかった．また，Pb 移動率が高い土壌ほど，資材混和

による Pb 移動の抑制量（抑制された Pb 移動率）は大

きかった． 

3) いずれの土壌でも Pb 不溶態の形成量（緑鉛鉱形成率）

は，資材混和により抑制された Pb 移動率を上回り，か

つ抑制された Pb 移動率が高い土壌ほど緑鉛鉱形成率

も高かった． 

以上の結果から，土壌中の Pb は不飽和水分移動を介し，

一旦溶解，移動する過程で資材と反応し緑鉛鉱が形成され

ることが明らかとなった．土壌の Pb 移動性が異なっても，

移動した Pb のほとんどが緑鉛鉱として変換される．その

ため，実汚染土壌でも資材が十分に混和されていれば，重

金属の移動性が異なる土壌であっても，雨水等の浸透が生

じ重金属不溶態が形成され，それ以上の移動が抑制される． 
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各務原台地下部層の堆積物からみた地盤形成の特徴 
Characteristic of the ground formation 

seen from sediment of the lower plateau Kakamigahara 
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概   要 

濃尾平野北東部に位置する各務原台地の周辺は，更新世の気候変動に伴い，古木曽川が河床の高さや流

路を変化させ複雑な地盤を形成した。本稿では，新たに得られた各務原台地のボーリング柱状図，及び台

地東部の砂利採取現場から得た地層情報を基に，各務原台地下部層と低位段丘（鵜沼面）を構成する堆積

物の特徴を観察し，これらが広域な堆積層に対比できることを確認した。 

また，段丘崖線の形状や等高線の分布，木曽川泥流堆積物の層順に注目して各段丘を比較し，同時性に

ついて考察した。これによって，鵜沼面・前渡面・三井面と鳥居松面は同時代に形成された地形として評

価し、各務原面と犬山面については、関連性が高いことを示しながら今後の検討課題とした。 

 

キーワード：各務原台地，各務原層，濃尾第一礫層，濃尾第二礫層，鵜沼面，犬山台地，犬山扇状地 

 

 

1. はじめに 

 

岐阜県各務原市の主要部分を構成する地盤は，各務原

台地と呼ばれる。その規模は，東西 10km，南北 2～3km

である。台地上は，広大な面積を活かし航空自衛隊岐阜

基地や工場用地などに利用されている。 

各務原台地は，濃尾平野の北東端に位置する（写真 1）。

ここでは，木曽川が渓谷から平野へ解放され、その流路

や河床が多様に変化し複雑な地形を造ってきた。 

今回、新たに入手した地質調査のボーリングデータや

砂利採取の工事現場で観察した所見を分析し，これまで

に説明されてきた各務原台地及び周辺の地盤的特長を

検証し考察する。 

また，木曽川泥流堆積物の層位，各務原台地及び複数

の低位段丘や犬山扇状地の各標高データを比較するこ

とで，各段丘の相対的な関係をとらえ，木曽川流路の変

化に伴う地形形成過程の復元を試みる。 

 

2. 各務原台地の地盤構成 

 

約 10 万年前，熱田海進（下末吉海進）期に古木曽川

が河口付近に浅海性，若しくは三角州性の砂層群を堆積

させた。後のヴュルム氷期の海面低下により，この砂層

群を古木曽川が浸食するが，小丘陵群の存在により浸食
 

写真 1 濃尾平野と各務原台地の位置 
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が阻まれ台地状の地形が取り残された。この地形が各務

原台地である。したがって，各務原台地の主体部を成す

のは礫を含んだ厚さ 12m の砂層群である。これらは各

務原層と呼ばれ，熱田海進期に堆積した熱田層上部に相

当するとされる。 

『各務原市史』1)では，各務原層は下部・中部・上部

の 3枚に分層されている。各務原下部層は，水平層理を

もつ浅海性の堆積物でシルト及び細砂層から成る。径 10

㎝程度の黄白色軽石を包含。濃尾第二礫層との層理には，

黄白色の凝灰質シルト層が不整合で覆う。これらのシル

ト及び細砂は，熱田海進期に浅海底となった濃尾平野北

縁地区に広く堆積したものとされる。 

各務原中部層は，下部層と不整合の堆積関係にある。

台地東部では，下部層を全て浸食しているという。西方

に傾斜した斜層理がよく発達している。径 4㎝程度の花

崗岩，安山岩等から成る円礫を含む粗砂から成り，径 1

～4㎝程度のオレンジ色の軽石を含む。 

各務原上部層は，中部層と整合関係にある。火山灰シ

ルト，中粒・細粒砂層から成る層厚 2～3ｍの砂層とされ

る。オレンジ軽石を多量に包含する。広い氾濫原を曲流

しながら堆積したと考えられている（写真 2・3）。 

各務原層の直下には，濃尾平野全域を広く覆う礫層が

存在する。濃尾第二礫層に相当するとされ，リス氷期に

堆積した砂礫層で固結している。花崗岩，安山岩，石英

斑岩の円礫で構成されるが，砂岩，チャートはほとんど

見られず大きさは不揃いだという。鉄分に富み，礫の表

面が酸化鉄によってコーティングされている場合が多

い。また断続的な酸化鉄帯が確認されている。 

濃尾第二礫層の下位には東海層群に比定される礫層

が堆積している。そして，最深部は古・中生代に由来す

る岩盤（美濃帯堆積岩類）へ達する。この岩盤が地表で

複雑に隆起・褶曲・破断，若しくは風化・溶解して金華

山等を含む美濃の山々を形成している。岩盤の深度は一

定ではなく，各務原台地の範囲では深度 35.2～87.6ｍと

いうデータがある 2)。また台地南端の三井山・長根山・

伊木山などの稜線も，岩盤が地表に現れた部分で，これ

らが各務原台地の浸食を阻んだ小丘陵群である（図 1）。 

 

3. ボーリングデータの検証 

 

今回入手できたのは，各務原市内の建築工事に伴うボ

ーリングデータである。そのうち，各務原台地を横断す

る形で採取された①～⑤のデータを示す（図 1）。 

台地上①～④の柱状図については，東高西低型の地表

面と各層理面を如実に示す。⑤は，台地東部域に形成さ

れた鵜沼面と呼ばれる低位段丘のデータであるため，地

表面は一段低く層準も他とは異なる。 

Ⅰ層は，表層土である。人工的に改変された，若しく

は盛られた部分である。 

Ⅱ層は，本来の自然堆積による表層土，すなわち腐植

土から火山灰質の赤土までの範囲を捉えた部分である。

考古学では，黒褐色土層，ローム層，そして両間の滲ん

だ漸移層という分層の捉え方をしている。これらは風性

堆積層で，旧石器時代の生活面はローム層中に遺存し，

縄文時代の遺構は黒褐色土中からローム層中へ掘り込

まれるのが通例である。 

Ⅲ層は，各務原層である。ボーリングの技術者は各務

原層の 3分層を意識しなかったかもしれないが，その分，

客観的なデータとして評価できる。Ⅲ層は，柱状図では

2 枚に分層され，ここではⅢ1層とⅢ2層とする。観察記

事から，Ⅲ1 層は暗色で粗砂，Ⅲ2 層は比較的に明色で

中砂か細砂の傾向が看取される。共通点は砂層であるこ

とと，一部に礫・シルト・軽石を含むことである。Ⅲ層

は，より細分も可能だが広域に一様ではなさそうである。 

 図 1には，標準貫入試験による N値も示した。柱状図

と対比すると，新しい所見が得られた。Ⅲ層中の N値の

変化は，Ⅲ1 層とⅢ2 層との層理付近で値が小さくなる

ことが分かる。この視点に立てば，③蘇原三柿野町のサ

ンプリングデータに両層の区別が確認されていないも

のの，N値の変化から層理の見当を付けることができる。

また，Ⅲ1層中にも N値が小さくなるか変化が緩くなる

箇所が認められ，こうした変化点で，『各務原市史』で

言うところの上・中層の区別が出来るのかもしれない。

層理面で N値が低くなるのは，今のところ不整合などに

より締りの連続性がないことに原因が考えられる。 

Ⅳ層は，暗赤褐色礫層で濃尾第二礫層に相当する。締

りが強いことから，若い礫層ではないことが知られる。

含水量が多く，各務原台地の地下帯水層となっている。 

次に，⑤鵜沼南町における低位段丘（鵜沼面）のサン

プリングデータを観察する。台地上の①～④には現れな

い層準に，アラビア数字を用いて 2・3層と命名した。 

 

写真 2 露頭した各務原層群の一部（鵜沼大伊木町） 

 

写真 3 各務原層中に包含されたオレンジ軽石（同上） 
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図 1 各務原台地のボーリング及びサンプリングの位置と柱状図 
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2 層は，台地上のⅡ層とは異なり下位の黄褐色土が砂

質であるため，水性の二次堆積土とみなされる。一部地

域に限っては，風性堆積土が覆った地点も確認される。 

3 層は，灰白色礫層である。この段丘範囲ではヴュル

ム氷期の海面低下に伴い，木曽川が各務原層の全てと濃

尾第二礫層の上部を浸食して低位段丘を形成した。そし

て，代わりに堆積させた若い礫層が3層である。本層を，

濃尾第一礫層に対比させる考え方がある 3),9)。 

 Ⅳ層（濃尾第二礫層）は，台地下部から連続する層位

である。上部が浸食を受け，3層とは不整合を成す。 

 

4. 砂利採取工事現場における所見 

 

 本章では，低位段丘（鵜沼面）について詳細に触れる。

この段丘では，砂利採取工事が盛んに行われている（写

真 4～7）。得られた砂利は砕石され，建設資材として利

用される。採取工事の後は，別の土砂によって埋め戻さ

れ現況が復旧される。現場は，約 10～20ｍの深度まで掘

削される。最終的な深さは，採取面積や砂利層の質，地

下水位の事情で決まるという。 

 図 1のなかに，低位段丘（鵜沼面）の柱状図を掲載し

た。法面の礫層を観察すると，地表下 4～6ｍの前後に明

らかな層理が確認できる。上位は灰白色で締りの弱い礫

層，下位は赤褐色の締りある礫層である。下位の礫層は，

礫の大きさが均一化されていないほか，上方に鉄分が帯

状に集まった箇所が認められ，また全体に礫が鉄分でコ

ーティングされたように赤い。両層の境は不整合を成し，

堆積年代に明らかな時間の隔たりを感じさせる。これら

の特徴から，上層が 3 層（濃尾第一礫層），下層がⅣ層

（濃尾第二礫層）に対比できよう。その間に存在すべき

各務原層は，やはり浸食により皆無である。なお，最上

部にはⅡ層（黒色土・黄褐色砂層）が普遍的に存在し，

先に見た⑤鵜沼南町のサンプリングデータと全く同様

な層序を確認した。 

 各柱状図の地表高が不揃いなのは，複数の埋没谷の影

響による。段丘浸食の進行中，Ⅳ層中に複数の網流路が

谷筋を開削した。直後に灰白色礫層（3 層）が上面を被

覆するが，流路はある程度固定されていたようで谷地形

は継承された。昭和 30 年代の土地改良を経た今日も，

それらの痕跡はよく残っている。 

 

5. 木曽川泥流堆積物との関係 

 

 木曽川泥流堆積物 4)とは，かつて，御岳山（3,067m）

の東側旧斜面に厚く堆積していた火山噴出物が大崩落

を起こし，木曽川を流れ下ったものである。泥流は，八

百津町・美濃加茂市・各務原市の一定の条件下に堆積し

ているが，大部分は河口へ流出した。その量は 10 億㎥

 

写真 4 （A）鵜沼真名越町の礫層断面 

写真 5 （B）鵜沼真名越町の礫層断面 

写真 6 （C）鵜沼小伊木町の礫層断面 写真 7 （D）鵜沼小伊木町の礫層断面 
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とも言われ，鵜沼までの距離は 200kmにも及ぶ 5)。泥流

の堆積年代については，約 27,000年前という C14年代が

算出されたが，その後，岐阜県八百津町の木曽川泥流堆

積物中の埋没樹木の C14年代測定から 49,850±420y.B.P.

という数値が得られるに至っている 6)。 

 各務原台地の場合，木曽川泥流堆積物は台地の東端部，

言い換えれば低位段丘（鵜沼面）との境を成す崖に乗り

上げた状態で遺存している（図 3・4）。つまり，木曽川

泥流は，この崖地形が概ね形成された時点に到来したと

推定される。また，木曽川対岸の犬山城付近でも，犬山

台地（犬山面・小牧面）の北部に確認されている 8)。堆

積物の層中には，不整合が認められないことから，１回

の押し出しと考えられている。木曽川泥流堆積物は，絶

対年代を得るための重要な鍵層となる。 

 ところで，低位段丘（鵜沼面）には上述の通り 3層（濃

尾第一礫層）が堆積するが，この下部にも泥流が確認さ

れる。稀にではあるが，長軸 20～60 ㎝の礫として混入

することがある（写真 8）。泥流礫は，一度堆積して凝固

した層が，再び粉砕し他に混じったものである。つまり，

木曽川泥流の堆積は，3 層（濃尾第一礫層）の堆積に先

行したことになる。 

 なお，泥流礫が下位のⅣ層（濃尾第二礫層）に含まれ

ることはない。木曽川泥流堆積物は，各務原層堆積後の

所産なので濃尾第二礫層中に混入しないという事実は

理に適っており，礫層の対比に矛盾をもたらたさない。 

6. 各地形の相対的関係について 

 

 本章では，濃尾平野北東部における各段丘の相対的な

関係について考察する。 

 本稿に関連する段丘については，これまでの研究を概

観する限り，概ね図 2の様に表せる。つまり，熱田海進

期に堆積した熱田面の熱田層上部が，各務原面に対応す

る。両層には御岳山起源のオレンジ軽石が含まれている。

熱田面では，ヴュルム氷期の最寒冷期に至る浸食で大曽

根面が形成されたが，この段丘面は北方の小牧面・犬山

面に連続すると考えられている。 

 鳥居松面・鵜沼面等は，それより新しい段丘で，構成

する礫層は濃尾第一礫層に対比させる考え方がある。木

曽川泥流堆積物は，犬山面の城下町付近で確認されてい

ることから，この直下が 5万年前に固定される。諸説あ

るものの，基本的には以上のような見解が今日に踏襲さ

れていると伺える 9)。 

 今回，各務原台地と犬山台地（犬山・小牧面），及び

周辺の地形図に等高線を重ねてみた（図 5）。犬山台地で

は，城下町辺りと以南の段丘崖に沿う部分の標高がやや

高いことが分かる。これらの部分と対岸の各務原台地と

の間で，等高線が扇状に連続した可能性が看取される。

また，上述の通り各務原台地東端部にも木曽川泥流堆積

物が確認されていることから，この両地点の関連性と，

浸食・堆積の経緯について整理する必要がある。 

 しかしながら，犬山台地の地下は各務原台地と様相を

異にしている。犬山台地では，2～5ｍ前後という比較的

浅い深度に礫層が位置し，その直上に砂質シルトが覆う。

両台地の対比を行うためには，犬山市側の地盤をもう少

し調査したうえで慎重に論じる必要がある。 

 次に，鵜沼面と鳥居松面を比較する（図 6）。これらは，

各務原面と犬山面を大きく浸食した段丘である。各段丘

崖は，鵜沼面で 12ｍ前後，鳥居松面で 7.5～12.5ｍの段

差を成す。両面の等高線を比較すると，浸食時の流路に

沿う連続した勾配として理解される。段丘崖のカーブを

見る限り，木曽川は上流の渓谷地帯から蛇行を繰り返し，

両岸を浸食しながら一部は南下したと看取される。 

 一方，各務原台地南部にも前渡面や三井面など，各務

原層を浸食する低位段丘が入り江のように連なる。鵜沼

面と鳥居松面の形成期に，木曽川の流路が放射状に振れ

ながら網流し，段丘を発達させたと考えられる。 

 犬山扇状地は，犬山城下を扇頂とする半径約 12km，

面積約 100平方キロメートルに達する広大な範囲に及ん

でいる。上述の前渡面や三井面，及び鳥居松面と 2.5～5

ｍの段差を介する（図 7）。粗大な砂礫層から構成され，

扇状地面には多くの放射状の旧流路痕を残している。木

曽川右岸（各務原市側）では，前渡東町・山脇町・松本

町・上中屋町・上戸町の集落が，同じ扇状地上に位置す

ることになる。なお，大佐野町・小佐野町・成清町・下

中屋町・神置町など，扇状地の先端へ連続する地域には，

自然堤防や氾濫平野が発達する。 

 

写真 8 除去された木曽川泥流礫 

 

写真 9 木曽川泥流土塊の包含（矢印部分，D 鵜沼小伊木町） 
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図 5 各務原台地と犬山台地の地形（国土地理院発行の基盤地図情報に加筆） 

 

 

図 2 濃尾平野東部の縦断面検討モデル図 

   

図 3 坊の塚古墳北西部の柱状図 5)         図 4 各務原台地の木曽川泥流堆積物推定範囲 7) 
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図 6 低位段丘面の地形（国土地理院発行の基盤地図情報に加筆） 

 

 
図 7 犬山扇状地の地形（国土地理院発行の基盤地図情報に加筆） 
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7. 地形形成の復原 

 

 最下層から層序と特徴をまとめると以下の通りとな

る。基盤には古・中生代に由来する美濃帯堆積岩類が根

を張る。その直上には，東海湖を埋積した東海層群相当

層が堆積する。今回は，サンプリングデータの深度が及

ばないため分析の対象から外した。 

 東海層の上位には，濃尾第二礫層が堆積する。この礫

層はリス氷期（寒冷期のピークは 16 万年前）の海退期

に堆積したとされる。海面低下は最大で 100ｍ前後であ

ったという。濃尾第二礫層は，台地のみならず低位段丘

の下位を含めた広い範囲に分布している。 

 間氷期に入り熱田海進（12.5万年前）が進むと，海水

は濃尾平野北縁にまで及んだ。古木曽川の河口付近では，

広い範囲で砂礫層を沈殿堆積させた。これが，熱田層上

部相当で，各務原台地を構成する各務原層である。下位

には，7.3～9.5 万年前の白色軽石（御岳第一浮石層 Pm-

Ⅰ），上位には，6.6～6.8万年前と測定されたオレンジ軽

石（御岳第三浮石層 Pm-Ⅲ）が含まれる 10,11)。犬山台地

にも，同様な堆積物があることに期待したい。 

 続いてヴュルム氷期（寒冷期のピークは 2万年前）に

入ると，最大で 140ｍの海面低下を迎え始める。この時，

各務原層から濃尾第二礫層上部までが浸食され，鵜沼

面・前渡面・三井面・鳥居松面などの低位段丘が形成さ

れた。この途中，段丘崖の上に 5万年前に上流から押し

寄せた木曽川泥流堆積物が覆った。また，低位段丘には

濃尾第一礫層を堆積させた。この段丘で注目したいのは，

表層の黒褐色土直下に見られる黄褐色砂層（2 層下位）

である（写真 10）。この砂層は，厚い部分で 2ｍ以上を

成し，雲母とシルトを含む。考古遺物から推定すると更

新世末期までに堆積が終わる。この砂層の由来について

は，ヴュルム氷期末の相対的温暖化期に海進があり，砂

やシルトの沈殿堆積を促したためと考えられる。当層を，

濃尾層に対比させる考え方がある 12)。 

 その後，木曽川は放射状に分岐し，一帯に広く扇状地

を発達させる。すなわち，犬山扇状地である。この扇状

地と中流域の自然堤防・氾濫平野地帯，下流域の三角州

平野が，今日の広大な濃尾平野を構成している。 

 最後に，地表を覆う黒褐色土層について触れる。黒ボ

クと呼ばれているが，各務原台地に限らず全国に存在す

る。火山灰のイメージで説明されることがあるが，火山

灰は無機質なので黒くならない。黒色が強いのは腐植成

分が多いためである。完新世の気候温暖化とともに植生

が豊かになった証である。ベースには，確かに火山灰も

含まれており，強い酸性を示すのはそのためである。但

し，この火山灰は風性堆積物なので，御岳山由来ではな

い。縄文時代早期末の広域火山灰，アカホヤ火山灰等が

偏西風に乗って飛来したと考えられる。 

 

8. 結論 

 

(1) 各務原台地を構成する各務原層は，熱田層上部に対

比され御岳軽石（Pm-Ⅰ・Pm-Ⅲ）を含んだ砂層である。 

(2) 各務原層の堆積は広域に一様ではないが，2～3 層に

細分される。N値が層理面を示唆する可能性がある。 

(3) 低位段丘（鵜沼面）は，各務原層の全てと直下の濃

尾第二礫層上部が侵食されて成る。代わって堆積する濃

尾第一礫層や黄褐色砂層のうち，砂層は濃尾層相当に対

比される可能性がある。 

(4) 木曽川泥流堆積物は 5 万年前という絶対年代を得る

鍵層で，各務原層上部と犬山面の上部，いずれも木曽川

に最も近い段丘崖上の一部に被覆している。 

(5) 各段丘の標高を比較すると，鵜沼面・前渡面・三井

面・鳥居松面は併行関係にあることが理解される。各務

原面と犬山面については、今後の課題とする。 

(6) 犬山扇状地は，各低位段丘を僅かに侵食し，犬山城

下を扇頂として放射状に広く堆積する。 
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